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１．事後評価のプロセス 

（１）「事後評価の方法」の実行の有無 

○ 介護人材確保分 
☑ ⾏った 
（実施状況） 

〔令和６年度実施分〕 
   ・ 令和 7 年  月  日 福岡県社会福祉審議会⽼⼈福祉専門分科会において審議(予定) 
□ ⾏わなかった 

  （⾏わなかった場合、その理由） 

（２）審議会等で指摘された主な内容 

○ 介護人材確保分 
〔審議会等で指摘された主な内容〕 
〔令和６年度実施分〕 
・ 事務局案のとおり了承された。（令和 7 年 月 日福岡県社会福祉審議会⽼⼈福祉専門分科会）(予定)  

２．目標の達成状況 

■ 福岡県全体 
１．目標 

福岡県においては、超⾼齢社会を迎えるにあたっても、県⺠が住み慣れた地域で⽣活しながら
適切な医療・介護を受けられる体制を構築し、県⺠⽣活の「安定」、「安全」、「安⼼」を向上させ
るため、以下を目標とする。 
⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

福岡県においては、令和８年度（2026 年度）における介護⼈材の必要量を確保すること
を目標とする。そのため、介護分野への参⼊促進、⼈材の定着率向上及び資質の向上を図る
対策を進める。 

【定量的な目標値】 
   ・令和 8 年度の福岡県で必要となる介護⼈材 94,458 ⼈を確保する。 

２．計画期間 
令和 6 年４月〜令和 7 年３月 

 
□ 福岡県全体（達成状況） 

１）目標の達成状況 
⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

・ 令和 6 年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で達成状況を記載する。 
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 ２）⾒解 
⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

・ 令和６年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で⾒解を記載する。 
 ３）目標の継続状況 
  ☑ 令和７年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 
  □ 令和７年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
■ 福岡・糸島区域 

１．目標 
福岡・糸島区域は、政令指定都市である福岡市及び糸島市の２市から構成されており、令和

６年 4 月 1 日現在、圏域⼈口は 1,698,314 ⼈、⾼齢者⼈口は 387,836 ⼈、⾼齢化率
22.８%となっている。県内最⼤の⼈口を擁し、⾼齢化率は県平均（28.1%）と比較し低いも
のの、今後、急激な⾼齢化が⾒込まれていることから、県⺠が住み慣れた地域で⽣活しながら適
切な医療・介護を受けられる体制を早急に構築していく必要がある。このため、以下を目標とす
る。 
⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

福岡県においては、令和 8 年度（2026 年度）における介護⼈材の必要量を確保す 
ることを目標とする。そのため、介護分野への参⼊促進、⼈材の定着率向上及び資 
質の向上を図る対策を進める。 
【定量的な目標値】 
・ 令和 8 年度までに県全体で 94,458 ⼈の介護⼈材を確保することを目標としており、福
岡・糸島区域においてもそのための対策を着実に進める。 

２．計画期間 
令和 6 年４月〜令和 7 年３月 

□ 福岡・糸島区域（達成状況） 
１）目標の達成状況 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 
・ 令和 6 年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で達成状況を記載する。 

 ２）⾒解 
⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

・ 令和 6 年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で⾒解を記載する。 
 

３）目標の継続状況 
  ☑ 令和７年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 
  □ 令和７年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
■ 粕屋区域 
１．目標 

粕屋区域は、古賀市並びに粕屋郡宇美町、篠栗町、志免町、須恵町、新宮町、久⼭町、及び
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粕屋町の１市７町から構成されており、令和６年 4 月 1 日現在、圏域⼈口は 294,042 ⼈、⾼
齢者⼈口は 72,174 ⼈、⾼齢化率 24.5%となっている。⾼齢化率は県平均（28.1%）と比較
し低いものの、今後、⾼齢化が⾒込まれていることから、県⺠が住み慣れた地域で⽣活しながら適切
な医療・介護を受けられる体制を早急に構築していく必要がある。このため、以下を目標とする。 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 
福岡県においては、令和 8 年度（2026 年度）における介護⼈材の必要量を確保す 
ることを目標とする。そのため、介護分野への参⼊促進、⼈材の定着率向上及び資 
質の向上を図る対策を進める。 
【定量的な目標値】 
・ 令和 8 年度までに県全体で 94,458 ⼈の介護⼈材を確保することを目標としており、粕
屋区域においてもそのための対策を着実に進める。 

２．計画期間 
令和 6 年４月〜令和 7 年３月 

□ 粕屋区域（達成状況） 
１）目標の達成状況 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 
・ 令和６年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で達成状況を記載する。 

 ２）⾒解 
⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

・ 令和６年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で⾒解を記載する。 
３）目標の継続状況 

  ☑ 令和７年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 
  □ 令和７年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
■ 宗像区域 

１．目標 
宗像区域は、宗像市及び福津市の２市から構成されており、令和 6 年 4 月 1 日現在、圏域

⼈口は 165,535 ⼈、⾼齢者⼈口は 48,708 ⼈、⾼齢化率 29.4%となっている。⾼齢化率は
県平均（28.1%）よりやや⾼い値となっており、県⺠が住み慣れた地域で⽣活しながら適切な
医療・介護を受けられる体制を早急に構築していく必要がある。このため、以下を目標とする。 
⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

福岡県においては、令和 8 年度（2026 年度）における介護⼈材の必要量を確保す 
ることを目標とする。そのため、介護分野への参⼊促進、⼈材の定着率向上及び資 
質の向上を図る対策を進める。 
【定量的な目標値】 
・ 令和 8 年度までに県全体で 94,458 ⼈の介護⼈材を確保することを目標としており、宗
像区域においてもそのための対策を着実に進める。 
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２．計画期間 
令和 6 年４月〜令和 7 年３月 

□ 宗像区域（達成状況） 
１）目標の達成状況 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 
・ 令和 6 年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で達成状況を記載する。 

 ２）⾒解 
⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

・ 令和 6 年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で⾒解を記載する。 
３）目標の継続状況 

  ☑ 令和７年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 
  □ 令和７年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
■ 筑紫区域 

１．目標 
筑紫区域は、筑紫野市、春日市、⼤野城市及び太宰府市並びに那珂川市の 5 市から構成

されており、令和 6 年 4 月 1 日現在、圏域⼈口は 442,014 ⼈、⾼齢者⼈口は 110,205 ⼈、
⾼齢化率 24.９%となっている。⾼齢化率は県平均（28.1%）と比較し低いものの、今後、⾼
齢化が⾒込まれていることから、県⺠が住み慣れた地域で⽣活しながら適切な医療・介護を受け
られる体制を早急に構築していく必要がある。このため、以下を目標とする。 
⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

福岡県においては、令和 8 年度（2026 年度）における介護⼈材の必要量を確保す 
ることを目標とする。そのため、介護分野への参⼊促進、⼈材の定着率向上及び資 
質の向上を図る対策を進める。 
【定量的な目標値】 
・ 令和 8 年度までに県全体で 94,458 ⼈の介護⼈材を確保することを目標としており、筑
紫区域においてもそのための対策を着実に進める。 

２．計画期間 
令和 6 年４月〜令和 7 年３月 

□ 筑紫区域（達成状況） 
１）目標の達成状況 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 
・ 令和 6 年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で達成状況を記載する。 

２）⾒解 
⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

・ 令和６年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で⾒解を記載する。 
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３）目標の継続状況 
  ☑ 令和７年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 
  □ 令和７年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
■ 朝倉区域 

１．目標 
朝倉区域は、朝倉市並びに朝倉郡筑前町及び東峰村の１市１町１村から構成されており、

令和６年 4 月 1 日現在、圏域⼈口は 82,615 ⼈、⾼齢者⼈口は 28,120 ⼈、⾼齢化率
34.0%となっている。⾼齢化率は県平均（28.1%）と比較し⾼くなっており、県⺠が住み慣れた
地域で⽣活しながら適切な医療・介護を受けられる体制を早急に構築していく必要がある。このた
め、以下を目標とする。 
⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

福岡県においては、令和 8 年度（2026 年度）における介護⼈材の必要量を確保すること
を目標とする。そのため、介護分野への参⼊促進、⼈材の定着率向上及び資質の向上を図る
対策を進める。 

【定量的な目標値】 
・ 令和 8 年度までに県全体で 94,458 ⼈の介護⼈材を確保することを目標としており、朝
倉区域においてもそのための対策を着実に進める。 

２．計画期間 
令和 6 年４月〜令和 7 年３月 

□ 朝倉区域（達成状況） 
１）目標の達成状況 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 
・ 令和 6 年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で達成状況を記載する。 

 ２）⾒解 
⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

・ 令和６年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で⾒解を記載する。 
３）目標の継続状況 

  ☑ 令和７年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 
  □ 令和７年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
■ 久留⽶区域 

１．目標 
久留⽶区域は、久留⽶市、⼤川市、⼩郡市及びうきは市並びに三井郡⼤⼑洗町及び三潴

郡⼤⽊町の４市２町から構成されており、令和 6 年 4 月 1 日現在、圏域⼈口は 448,980
⼈、⾼齢者⼈口は 131,666 ⼈、⾼齢化率 29.3%となっている。⾼齢化率は県平均
（28.1%）と比較し⾼くなっており、県⺠が住み慣れた地域で⽣活しながら適切な医療・介護を
受けられる体制を早急に構築していく必要がある。このため、以下を目標とする。 
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⑤ 介護従事者の確保に関する目標 
福岡県においては、令和 8 年度（2026 年度）における介護⼈材の必要量を確保すること

を目標とする。そのため、介護分野への参⼊促進、⼈材の定着率向上及び資質の向上を図る
対策を進める。 

【定量的な目標値】 
・ 令和 8 年度までに県全体で 94,458 ⼈の介護⼈材を確保することを目標としており、久
留⽶区域においてもそのための対策を着実に進める。 

２．計画期間 
令和 6 年４月〜令和 7 年３月 

□ 久留⽶区域（達成状況） 
１）目標の達成状況 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 
・ 令和 6 年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で達成状況を記載する。 

 ２）⾒解 
⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

・ 令和 6 年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で⾒解を記載する。 
３）目標の継続状況 

  ☑ 令和７年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 
  □ 令和７年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
■ ⼋⼥・筑後区域 

１．目標 
⼋⼥・筑後区域は、⼋⼥市及び筑後市並びに⼋⼥郡広川町の２市１町から構成されてお

り、令和６年 4 月 1 日現在、圏域⼈口は 128,175 ⼈、⾼齢者⼈口は 41,563 ⼈、⾼齢化
率 32.4%となっている。⾼齢化率は県平均（28.1%）より⾼い値となっており、県⺠が住み慣
れた地域で⽣活しながら適切な医療・介護を受けられる体制を早急に構築していく必要がある。こ
のため、以下を目標とする。 

 
⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

福岡県においては、令和 8 年度（2026 年度）における介護⼈材の必要量を確保す 
ることを目標とする。そのため、介護分野への参⼊促進、⼈材の定着率向上及び資 
質の向上を図る対策を進める。 
【定量的な目標値】 
・ 令和 8 年度までに県全体で 94,458 ⼈の介護⼈材を確保することを目標としており、⼋
⼥・筑後区域においてもそのための対策を着実に進める。 

２．計画期間 
令和 6 年４月〜令和 7 年３月 
 



   

7 

 

□ ⼋⼥・筑後区域（達成状況） 
１）目標の達成状況 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 
・ 令和６年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で達成状況を記載する。 

 ２）⾒解 
⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

・ 令和６年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で⾒解を記載する。 
３）目標の継続状況 

  ☑ 令和７年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 
  □ 令和７年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
■ 有明区域 

１．目標 
有明区域は、⼤牟⽥市、柳川市及びみやま市の３市から構成されており、令和 6 年 4 月 1

日現在、圏域⼈口は 202,379 ⼈、⾼齢者⼈口は 75,697 ⼈、⾼齢化率 37.4%となってい
る。⾼齢化率は県平均(28.1%)と比較しかなり⾼い値となっており、県⺠が住み慣れた地域で⽣
活しながら適切な医療・介護を受けられる体制を早急に構築していく必要がある。このため、以下
を目標とする。 
⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

福岡県においては、令和 8 年度（2026 年度）における介護⼈材の必要量を確保す 
ることを目標とする。そのため、介護分野への参⼊促進、⼈材の定着率向上及び資 
質の向上を図る対策を進める。 
【定量的な目標値】 
・ 令和 8 年度までに県全体で 94,458 ⼈の介護⼈材を確保することを目標としており、有
明区域においてもそのための対策を着実に進める。 

２．計画期間 
令和 6 年４月〜令和 7 年３月 

□ 有明区域（達成状況） 
１）目標の達成状況 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 
・ 令和 6 年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で達成状況を記載する。 

 ２）⾒解 
⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

・ 令和６年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で⾒解を記載する。 
３）目標の継続状況 

  ☑ 令和７年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 
  □ 令和７年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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■ 飯塚区域 
１．目標 

飯塚区域は、飯塚市及び嘉⿇市並びに嘉穂郡桂川町の２市１町から構成されており、令和
6 年 4 月 1 日現在、圏域⼈口は 171,856 ⼈、⾼齢者⼈口は 59,192 ⼈、⾼齢化率 34.4%
となっている。⾼齢化率は県平均(28.1%)と比較し⾼い値となっており、県⺠が住み慣れた地域
で⽣活しながら適切な医療・介護を受けられる体制を早急に構築していく必要がある。このため、
以下を目標とする。 
⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

福岡県においては、令和 8 年度（2026 年度）における介護⼈材の必要量を確保す 
ることを目標とする。そのため、介護分野への参⼊促進、⼈材の定着率向上及び資 
質の向上を図る対策を進める。 
【定量的な目標値】 
・ 令和 8 年度までに県全体で 94,458 ⼈の介護⼈材を確保することを目標としており、飯
塚区域においてもそのための対策を着実に進める。 

２．計画期間 
令和 6 年４月〜令和 7 年３月 

□ 飯塚区域（達成状況） 
１）目標の達成状況 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 
・ 令和 6 年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で達成状況を記載する。 

 ２）⾒解 
⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

・ 令和 6 年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で⾒解を記載する。 
３）目標の継続状況 

  ☑ 令和７年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 
  □ 令和７年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
■ 直方・鞍手区域 

１．目標 
直⽅・鞍⼿区域は、直⽅市及び宮若市並びに鞍⼿郡⼩⽵町及び鞍⼿町の２市２町から構

成されており、令和 6 年 4 月 1 日現在、圏域⼈口は 103,399 ⼈、⾼齢者⼈口は 36,845
⼈、⾼齢化率 35.6%となっている。⾼齢化率は県平均(28.1%)と比較しかなり⾼い値となって
おり、県⺠が住み慣れた地域で⽣活しながら適切な医療・介護を受けられる体制を早急に構築し
ていく必要がある。このため、以下を目標とする。 
⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

福岡県においては、令和 8 年度（2026 年度）における介護⼈材の必要量を確保す 
ることを目標とする。そのため、介護分野への参⼊促進、⼈材の定着率向上及び資 
質の向上を図る対策を進める。 
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【定量的な目標値】 
・ 令和 8 年度までに県全体で 94,458 ⼈の介護⼈材を確保することを目標としており、直
⽅・鞍⼿区域においてもそのための対策を着実に進める。 

２．計画期間 
令和 6 年４月〜令和 7 年３月 

□ 直方・鞍手区域（達成状況） 
１）目標の達成状況 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 
・ 令和６年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で達成状況を記載する。 

２）⾒解 
⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

・ 令和６年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で⾒解を記載する。 
３）目標の継続状況 

  ☑ 令和７年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 
  □ 令和７年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
■ 田川区域 

１．目標 
⽥川区域は、⽥川市並びに⽥川郡香春町、添⽥町、糸⽥町、川崎町、⼤任町、赤村及び

福智町の１市６町１村から構成されており、令和 6 年 4 月 1 日現在、圏域⼈口は 116,021
⼈、⾼齢者⼈口は 43,692 ⼈、⾼齢化率 37.7%となっている。⾼齢化率は県内で最も⾼い値
となっており、県⺠が住み慣れた地域で⽣活しながら適切な医療・介護を受けられる体制を早急に
構築していく必要がある。このため、以下を目標とする。 
⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

福岡県においては、令和 8 年度（2026 年度）における介護⼈材の必要量を確保す 
ることを目標とする。そのため、介護分野への参⼊促進、⼈材の定着率向上及び資 
質の向上を図る対策を進める。 
【定量的な目標値】 
・ 令和 8 年度までに県全体で 94,458 ⼈の介護⼈材を確保することを目標としており、⽥
川区域においてもそのための対策を着実に進める。 

２．計画期間 
令和 6 年４月〜令和 7 年３月 

□ 田川区域（達成状況） 
１）目標の達成状況 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 
・ 令和 6 年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で達成状況を記載する。 

 ２）⾒解 
⑤ 介護従事者の確保に関する目標 
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・ 令和 6 年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で⾒解を記載する。 
３）目標の継続状況 

  ☑ 令和７年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 
  □ 令和７年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
■ 北九州区域 

１．目標 
北九州区域は、政令指定都市である北九州市、及び中間市並びに遠賀郡芦屋町、⽔巻

町、岡垣町及び遠賀町の２市４町から構成されており、令和 6 年 4 月 1 日現在、圏域⼈口は
1,046,095 ⼈、⾼齢者⼈口は 334,624 ⼈、⾼齢化率 32.0%となっている。⾼齢化率は県
平均(28.1%)と比較し⾼い値となっており、県⺠が住み慣れた地域で⽣活しながら適切な医療・
介護を受けられる体制を早急に構築していく必要がある。このため、以下を目標とする。 
⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

福岡県においては、令和 8 年度（2026 年度）における介護⼈材の必要量を確保す 
ることを目標とする。そのため、介護分野への参⼊促進、⼈材の定着率向上及び資 
質の向上を図る対策を進める。 
【定量的な目標値】 
・ 令和 8 年度までに県全体で 94,458 ⼈の介護⼈材を確保することを目標としており、北
九州区域においてもそのための対策を着実に進める。 

２．計画期間 
令和 6 年４月〜令和 7 年３月 

□ 北九州区域（達成状況） 
１）目標の達成状況 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 
・ 令和 6 年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で達成状況を記載する。 

 ２）⾒解 
⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

・ 令和 6 年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で⾒解を記載する。 
３）目標の継続状況 

  ☑ 令和７年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 
  □ 令和７年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
■ 京築区域 

１．目標 
京築区域は、⾏橋市及び豊前市並びに京都郡苅⽥町、みやこ町、築上郡吉富町、上⽑町

及び築上町の２市５町から構成されており、令和 6 年 4 月 1 日現在、圏域⼈口は 181,854
⼈、⾼齢者⼈口は 59,282 ⼈、⾼齢化率 32.6%となっている。⾼齢化率は県平均(28.1%)
と比較し⾼い値となっており、県⺠が住み慣れた地域で⽣活しながら適切な医療・介護を受けられ
る体制を早急に構築していく必要がある。このため、以下を目標とする。 
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⑤ 介護従事者の確保に関する目標 
福岡県においては、令和 8 年度（2026 年度）における介護⼈材の必要量を確保す 
ることを目標とする。そのため、介護分野への参⼊促進、⼈材の定着率向上及び資 
質の向上を図る対策を進める。 
【定量的な目標値】 
・ 令和 8 年度までに県全体で 94,458 ⼈の介護⼈材を確保することを目標としており、京
築域においてもそのための対策を着実に進める。 

２．計画期間 
令和６年４月〜令和７年３月 

□ 京築区域（達成状況） 
１）目標の達成状況 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 
・ 令和 6 年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で達成状況を記載する。 

 ２）⾒解 
⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

・ 令和 6 年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で⾒解を記載する。 
３）目標の継続状況 

  ☑ 令和７年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 
  □ 令和７年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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３．事業の実施状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.1】 

介護⼈材確保・定着促進ネットワーク事業 
【総事業費】 

3,897 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（一部委託事業） 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 「福岡県介護⼈材確保・定着促進協議会」を設置するとともに、その中に２つの部会（参⼊促進
部会、環境改善・⼈材育成部会）を設置 

アウトプット指標（当初の目標値） ・協議会︓年２回開催 
・部会︓年４回開催 

アウトプット指標（達成値） ・福岡県介護⼈材確保・定着促進協議会  
２回開催（集合） 
・参⼊促進部会 
:２回開催（集合） 
・環境改善・⼈材育成部会 
２回開催（集合） 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓介護の事業者団体等の関係団体で構成する協議会を
設置し、介護業界の主体的・自主的な取組が促進される。 
観察できた→本事業により福岡県介護⼈材確保・定着促進協議会を設置し、介護業界の主体
的・自主的な取組が促進されている。 
（１）事業の有効性 
 本事業により福岡県介護⼈材確保・定着促進協議会を設置し、介護業界の主体的・自主的な
取組が促進されている。 
（２）事業の効率性 
 介護関係団体が一堂に会することで取組について全体として効率的に取り組むことができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.2】 

福祉⼈財共働ワーキング事業 
【総事業費】 

5,451 千円 

事業の対象となる区域 福岡・糸島 
事業の実施主体 福岡市 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 福岡市に「福祉⼈財共働ワーキング」を設置し、市内における介護職員の現状・課題を把握すると
ともに、課題の改善に向けた具体的な対策を検討 

アウトプット指標（当初の目標値） ワーキング︓年２回開催 

アウトプット指標（達成値） 福祉⼈財共働ワーキング︓7 回開催 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓福岡市に「福祉⼈財共働ワーキング」を設置し、市内に
おける介護職員の現状・課題を把握するとともに、課題の改善に向けた具体的な対策を検討するこ
とで、地域の課題に応じた効果的な施策が展開できるよう介護⼈材確保の基盤を構築する。 
観察できた→本事業を実施することで、地域の課題に応じた効果的な施策が展開できる介護⼈材
確保の基盤の構築に寄与している。 
（１）事業の有効性 
 本事業を実施することで、地域の課題に応じた効果的な施策が展開できる介護⼈材確保の基
盤の構築に寄与している。 
（２）事業の効率性 
 本事業を実施することで、地域における課題の検討を⾏うことができ、効率的かつ効果的な施策
が展開できる介護⼈材確保の基盤の構築に寄与している。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.3】 

訪問介護員確保支援事業 
【総事業費】 

24 千円 

事業の対象となる区域 京築 
事業の実施主体 上⽑町 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 上⽑町を中⼼に訪問介護員不⾜に悩む各団体や、事業所による介護サービスの提供範囲が重な
る近隣市町村等を構成員とした会議体を設置 

アウトプット指標（当初の目標値） 年３回開催 

アウトプット指標（達成値） 介護⼈材確保対策推進会議︓3 回開催 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓上⽑町を中⼼に、近隣市町村等を構成員とした会議体
を設置することで、地域の介護⼈材にかかる現状把握と共通課題の抽出を⾏い、連携して課題に
取り組む体制を構築し、介護⼈材の確保・定着・資質の向上に係る取組の基盤を整備する。 
観察できた→本事業により、地域の介護⼈材にかかる現状把握と共通課題の抽出を⾏い、連携し
て課題に取り組む体制を構築し、介護⼈材の確保・定着・資質の向上に係る取組の基盤を整備に
寄与している。 
（１）事業の有効性 
 本事業により、地域の介護⼈材にかかる現状把握と共通課題の抽出を⾏い、連携して課題に取
り組む体制を構築し、介護⼈材の確保・定着・資質の向上に係る取組の基盤を整備に寄与してい
る。 
（２）事業の効率性 
 本事業により、地域の介護⼈材にかかる現状把握と共通課題を検討でき、効率的かつ効果的な
施策が展開できる介護⼈材の確保・定着・資質の向上に係る取組の基盤を整備に寄与している。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.4】 

介護サービス事業所認証評価事業 
【総事業費】 

14,216 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（委託事業） 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 職員の⼈材育成や労働環境等の改善に取り組む介護サービス事業所に対し認証を付与 

アウトプット指標（当初の目標値） 認証事業所数︓５００事業所/年 

アウトプット指標（達成値） ・働きやすい介護職場認証事業所数 
240 事業所 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓介護事業者の⼈材育成や労働環境等の改善に向けた
取組に認証を付与し「⾒える化」を図ることにより、働きやすい職場環境の基盤整備につなげる。 
観察できた→本事業により、認証を付与し「⾒える化」を図ることにより、、働きやすい職場環境の基
盤整備に寄与している。 
（１）事業の有効性 
 本事業により、認証を付与し「⾒える化」を図ることにより、、働きやすい職場環境の基盤整備に
寄与している。 
（２）事業の効率性 
 本事業により、効率的に介護事業者の自発的な取組を求職者に伝え、働きやすい職場環境の
基盤整備に寄与している。 

その他  



   

16 

 

  

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.6】 

介護職をめざす学⽣による介護の魅⼒発信事業 
【総事業費】 

5,683 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県介護福祉士養成施設協議会 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 介護福祉士養成施設で介護福祉士をめざす学⽣によるイベント等での情報発信 

アウトプット指標（当初の目標値） イベント等による広報︓１回 

アウトプット指標（達成値） ・会場イベント開催（Ｒ7.2.23）︓来場者数 約 950 ⼈ 
・⾼校⽣への DM 個別配布 
・地域住⺠にチラシを配布 
・SNS を活用した広報 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓若者の感覚でイベント等を実施し、広報を⾏うことによ
り、介護を学ぶ⾼校新卒者を増やすなど、介護の仕事への若者の新規参⼊が促される。 
観察できた→若者の感覚でのイベント等広報によって介護の仕事への若者への新規参⼊が促され
ている。 
（１）事業の有効性 
 若者の感覚でのイベント等広報により介護の仕事への若者への新規参⼊が促されている。 
（２）事業の効率性 
 ターゲットを⾼校⽣等の若年層に絞ることで、介護に関する情報を効率的に伝えることができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.7】 

地域住⺠向け介護体験講座 
【総事業費】 

1,873 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 公益社団法⼈福岡県介護福祉士会 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 主婦層、退職者、転職を希望する者、失業者及び就職を控えた子を持つ保護者等に対し介護職
の魅⼒を伝える介護体験講座の開催 

アウトプット指標（当初の目標値） 県内全域 ４会場で４回実施／年 

アウトプット指標（達成値） 地域住⺠向け介護体験講座 8 回開催 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓地域住⺠のうち、主婦層、退職者、転職希望者等が、
介護職の正しい知識と技術を学ぶことで介護の仕事に関⼼を持ち、介護の仕事の重要性を再認
識し、資格取得や就労につながる。 
観察できた→地域住⺠が介護職の正しい知識と技術を学ぶことで介護の仕事に関⼼を持つことが
できている。 
（１）事業の有効性 
 地域住⺠が介護職の正しい知識と技術を学ぶことで介護の仕事に関⼼を持つことができている。 
（２）事業の効率性 
 地域住⺠に介護職の知識を体験講座により直接伝えることで、効率的に介護職の正しい知識と
技術を伝えることができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.8】 

介護の魅⼒を発信する介護講座 
【総事業費】 

6,436 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県介護福祉士養成施設協議会 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 県内全域において、介護の３つの魅⼒（「楽しさ」「広さ」「深さ」）を発信するために座談形式のセ
ミナー、介護講座の開催 

アウトプット指標（当初の目標値） 県内全域でセミナー・介護講座実施 ８８回／年 

アウトプット指標（達成値） セミナー・介護講座実施 88 回 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓県内でも⾼齢化が進み介護ニーズが増加する一⽅で、
⼈材参⼊が進まない⼋⼥・筑後・有明地域等の県南地域で、介護職の魅⼒を紹介し、介護⼈材
の参⼊が促進される。 
観察できた→⼈材参⼊が進まない県南地域でセミナーを開催することで介護⼈材の参⼊が促進さ
れている。 
（１）事業の有効性 
 ⼈材参⼊が進まない県南地域でセミナーを開催することで介護⼈材の参⼊が促進されている。 
（２）事業の効率性 
 県南地域でセミナーを直接開催することで効率的に介護の魅⼒を伝えることができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.9】 

介護の魅⼒を発信する地域別ミニイベント事業 
【総事業費】 

2,537 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県介護福祉士養成施設協議会 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 地域住⺠（特に元気⾼齢者、子育てが終わった世代等）を対象とした『介護の３つの魅⼒を発
信するＤＶＤ』上映やドラマワーク等の体験型イベント開催 

アウトプット指標（当初の目標値） 県内４箇所でイベント実施 ４回／年 

アウトプット指標（達成値） 地域別ミニイベント︓5 回開催（4 地区） 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓地域住⺠（特に元気⾼齢者、子育てが終わった世代
等）を対象として『介護の３つの魅⼒を発信するＤＶＤ』上映やドラマワーク等の体験型イベント
開催することで、介護の魅⼒を発信し、介護分野への参⼊を促進する。 
観察できた→本事業を実施することで、介護の魅⼒を発信し、介護分野への参⼊を促進している。 
（１）事業の有効性 
 本事業を実施することで、介護の魅⼒を発信し、介護分野への参⼊を促進している。 
（２）事業の効率性 
 各地域でセミナーを直接開催することで効率的に介護の魅⼒を伝えることができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.10】 

世界アルツハイマーデー啓発事業 
【総事業費】 

1,008 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 公益社団法⼈認知症の⼈と家族の会福岡県支部 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 認知症に対する理解促進のためアルツハイマーデー記念日に合わせて講演会及び街頭活動を実施 

アウトプット指標（当初の目標値） 県内全域で、啓発活動、街頭活動の実施 年１回 

アウトプット指標（達成値） （１）2024 年世界アルツハイマーデー記念講演会 福岡市 91 ⼈参加 
（２）街頭活動 
（３）啓発冊子の作成 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓家族に認知症の⼈を持つ⽅が、実体験に基づき、認知
症の⼈を支える助け合いの精神の必要性を周知することで、若者から⾼齢者まで認知症に対する
理解が深まる。 
観察できた→ 記念講演会や街頭活動を⾏うことで、若者から⾼齢者まで認知症に対する理解が
深まっている。 
（１）事業の有効性 
  記念講演会や街頭活動を⾏うことで、若者から⾼齢者まで認知症に対する理解が深まってい
る。 
（２）事業の効率性 
 記念講演会や街頭活動を⾏うことで、認知症に対する知識を効率的に伝えている。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.11】 

介護業務の普及・啓発⼤会事業 
【総事業費】 

8,851 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（委託事業） 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 主に学⽣などの若者や介護に興味・関⼼のない⽅等を対象に、介護に対する正しい理解と認識を
深めるとともに介護職の魅⼒を伝えることで介護分野への多様な⼈材の参⼊促進に資するイベント
を開催 
・介護に関するトークライブ 
・介護に関する体験コンテンツ 
・介護が学べる学校紹介展示 等 

アウトプット指標（当初の目標値） 観覧者 ５００名／年 

アウトプット指標（達成値） 福岡県介護業務普及・啓発⼤会 
・当日参加者延べ⼈数 831 ⼈ 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓介護職員が誇りと意欲を持って働くことができる介護現
場の実現を目指すとともに、県⺠等に介護及び介護の仕事に対する理解と認識が深まる。 
観察できた→県⺠等に介護及び介護の仕事に対する理解と認識が深まっている。 
（１）事業の有効性 
 県⺠等に介護及び介護の仕事に対する理解と認識が深まっている。 
（２）事業の効率性 
 当日観覧者に介護に関する情報を提供することで効率的な情報伝達を⾏うことができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.12】 

介護のしごと魅⼒発信事業 
【総事業費】 

5,000 千円 

事業の対象となる区域 北九州 
事業の実施主体 北九州市 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 将来の地元就職に繋げることを目指すイベントとして開催されている「北九州ゆめみらいワーク」にブ
ースを出典 

アウトプット指標（当初の目標値） イベント実施 ２回／年 

アウトプット指標（達成値） ・北九州ゆめみらいワーク 
 参加者数（中学⽣・⾼校⽣）600 ⼈ 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓学⽣とその保護者及び教員に対し、介護のしごとの魅⼒
を発信することにより、「介護のしごと」について正しい理解を図り、将来的な⼈材を確保する。 
観察できた→イベントを通して、介護のしごとに対する理解と認識が深まっている 
（１）事業の有効性 
 イベントを通して、介護のしごとに対する理解と認識が深まっている 
（２）事業の効率性 
 イベントを通して効率的に介護の魅⼒を伝えることができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.13】 

学校におけるがん等に関する教育を通じた介護⼈材確保
支援事業 

【総事業費】 
18,263 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 公益社団法⼈福岡県医師会 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 若い世代へがん教育を図るための普及・啓発として絵（漫画）などを用いた啓発ツールを作成し、
県下全域の⼩学校、中学校、⾼等学校等に配布する。 

アウトプット指標（当初の目標値） 啓発ツールの配布 

アウトプット指標（達成値） ・がん教育に関する啓発ツールの作成（パンフレット２種） 
・⼩学校、中学校、⾼等学校等にパンフレット配付 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓若い世代へがん教育を図るための普及・啓発として絵
（漫画）などを用いた啓発ツールで介護職の現状ややりがいを伝え、介護に対する興味・理解を深
める。 
観察できた→啓発ツールを通して、介護に対する興味・理解が深まり、多様な⼈材の参⼊促進につ
ながっている。 
（１）事業の有効性 
 啓発ツールを通して、介護に対する興味・理解が深まり、多様な⼈材の参⼊促進につながってい
る。 
（２）事業の効率性 
 啓発ツールを通して、⼩学校から⾼等学校の若い世代に対して魅⼒を伝えることができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.14】 

「介護の仕事」理解促進事業 
【総事業費】 

7,811 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（委託事業） 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） ⼩学⽣、中学⽣、⾼校⽣等を対象として、「介護の仕事」を正しく理解してもらうのための⾼齢者ふ
れあい体験や施設⾒学、就業体験を実施 

アウトプット指標（当初の目標値） ⼩学⽣︓県内４地区 年１回、中学⽣、⾼校⽣︓県内４地区 年２回 

アウトプット指標（達成値） ・会場実施型︓⼩学⽣・年８回、中学⽣・年２回、⾼校⽣・年 6 回 
・学校訪問型︓⼩学⽣・年 4 回、中学⽣・年 5 回、⾼校⽣・年 2 回 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓介護の現場を正しく理解することにより、将来を担う若者
が介護の仕事について関⼼を持ち、介護の仕事に対する正しい理解を得ることで、若者の新規参
⼊が促される。 
観察できた→将来を担う若者が介護に対する正しい知識と理解を得ることで介護の仕事に関⼼を
持つことができている。 
（１）事業の有効性 
 将来を担う若者が介護に対する正しい知識と理解を得ることで介護の仕事に関⼼を持つことがで
きている。 
（２）事業の効率性 
 将来を担う若者に介護の仕事に対する正しい理解を促すことで、効率的に介護の仕事の正しい
知識を伝えることができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.15】 

中学⽣・⾼校⽣に対する介護施設等へのインターンシップ
事業 

【総事業費】 
826 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 公益社団法⼈福岡県介護福祉士会 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 中学校及び⾼校のインターンシップ促進のため、受⼊れ可能な介護施設の情報をホームページに掲
載して情報発信を⾏う 

アウトプット指標（当初の目標値） インターンシップ受⼊れ可能な介護施設情報のホームページ掲載 

アウトプット指標（達成値） ○ホームページ掲載数 
 受⼊れ可能な施設等 211 事業所 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓受⼊可能施設・事業所の情報を提示することによりイン
ターンシップを促進し、中学⽣及び⾼校⽣の職業の選択肢として、介護を選択する動機付けが⾏わ
れる。 
観察できた→介護を⾏う施設・事業所における中学⽣・⾼校⽣のインターンシップが促進されてい
る。 
（１）事業の有効性 
 介護を⾏う施設・事業所における中学⽣・⾼校⽣のインターンシップが促進されている。 
（２）事業の効率性 
 受⼊可能施設・事業所の情報をホームページに掲載することにより、中学・⾼校の教員がインター
ンシップを⾏う際のアクセスが容易になる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.16】 

単位⽼⼈クラブ活動支援事業 
【総事業費】 

988 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡市、久留⽶市、豊前市、筑紫野市 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 単位⽼⼈クラブに対する各種書類の作成、事務効率化及び事務負担の軽減につながる助⾔等の
支援 

アウトプット指標（当初の目標値） 支援する⽼⼈クラブ ７か所 

アウトプット指標（達成値） ・書類作成等に係る支援︓3 市で実施 
・広報用写真撮影のために各単位⽼⼈クラブにカメラマン派遣︓1 市で実施 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓各クラブでの活動状況や課題等の聞き取りを⾏い、必要
な助⾔を⾏うことで事務負担の軽減に繋げる。 
観察できた→本事業の実施により事務負担の軽減が図られている。 
（１）事業の有効性 
 本事業の実施により事務負担の軽減が図られている。 
（２）事業の効率性 
 事務負担軽減及び書類作成等に係る支援や助⾔等を⾏うことで事務効率化を図ることができ
る。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.17】 

⾼齢者支援ボランティアポイントモデル事業 
【総事業費】 

826 千円 

事業の対象となる区域 ⼋⼥・筑後 
事業の実施主体 ⼤川市 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） ⾼齢者の⽣活支援・介護予防事業のスタッフやチームオレンジとして活動した者に対し、回数に応じ
てボランティアポイントを付与する事業を実施。 

アウトプット指標（当初の目標値） ボランティア等活動⼈数︓２８０⼈（延べ６，７２０回） 

アウトプット指標（達成値） ・ボランティア登録者数 46 ⼈ 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓⾼齢者の⽣活支援・介護予防事業のスタッフやチームオ
レンジとして活動した者に対し、回数に応じてボランティアポイントを付与してポイント交換交付⾦を
交付することで、地域における介護分野での社会参加・就労的活動を推進する。 
観察できた→本事業を実施することで、地域における介護分野での社会参加・就労的活動を推進
している。 
（１）事業の有効性 
 本事業を実施することで、地域における介護分野での社会参加・就労的活動を推進している。 
（２）事業の効率性 
 本事業で地域における助け合いの活動にインセンティブを付与することで、介護分野での社会参
加・就労的活動を効率的に推進している。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.18】 

介護⼈材養成・就職支援事業 
【総事業費】 

30,517 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（委託事業） 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 福祉⼈材センターに就職支援専門員と介護⼈材開拓員を配置し、「福岡県７０歳現役応援セン
ター」とも連携して、就職支援、介護に関する⼊門的研修と職業紹介の一体的な実施、離職した
介護福祉士の届出制度を活用した再就職の促進を⾏う。 

アウトプット指標（当初の目標値） 職業紹介による介護職就業者数 １２５⼈ 

アウトプット指標（達成値） ○就職者数 
R6︓121 ⼈ 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓就職支援専門員によるきめ細かな職業紹介、離職した
介護福祉士届出制度による再就職の促進などにより、厳しい状況にある介護⼈材確保を改善す
る。 
観察できた→就職支援専門員によるきめ細かな職業紹介などにより、介護現場への就職につなが
っている。 
（１）事業の有効性 
 就職支援専門員によるきめ細かな職業紹介などにより、介護現場への就職につながっている。 
（２）事業の効率性 
 福祉⼈材センターに就職支援専門員を配置し、研修や職業紹介などを一体的に実施することに
より、効率的に就職支援を⾏うことができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.19】 

訪問介護業務効率化支援事業 
【総事業費】 

2,614 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡市 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 訪問介護事業所を対象として、外部コンサルタントによる機能分化に係る業務遂⾏支援、負担軽
減支援等に対して補助を⾏う。 

アウトプット指標（当初の目標値） コンサルティング６回/年 

アウトプット指標（達成値） 〇訪問介護業務効率化支援 １２事業所（福岡市） 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓介護助⼿等の参⼊を促し、機能分化による介護の提供
や地域の事業者間・多職種間の r ン系による介護業務効率化を進め、多様な⼈材の介護分野へ
の参⼊促進を図る。 
観察できた→本事業を実施することで、多様な⼈材の介護分野への参⼊が促されている。 
（１）事業の有効性 
 本事業を実施することで、多様な⼈材の介護分野への参⼊が促されている。 
（２）事業の効率性 
 訪問介護事業所を対象として、外部コンサルタントによる機能分化に係る業務遂⾏支援、負担
軽減支援を⾏い、効率的に多様な⼈材の介護分野への参⼊を促すことができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.20】 

外国⼈留学⽣等の参⼊促進事業 
【総事業費】 

13,684 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（県内介護福祉士養成施設に補助） 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 国内⼈材の確保に関する取組、及び留学⽣の国内定着に関する取組を⾏った介護福祉士養成
施設に対して補助を⾏う。 

アウトプット指標（当初の目標値） 補助事業実施養成施設︓９箇所／年 

アウトプット指標（達成値） 取組実施施設 8 箇所 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓介護福祉士養成施設において、将来の介護現場を担う
世代に対する介護の専門性や意義を伝達する取組や、今後増加することが予想される留学⽣への
日本語学習支援等による質の⾼い⼈材の養成・確保に係る取組を推進する。 
観察できた→介護福祉士養成施設における、国内⼈材の確保に関する取組及び留学⽣の国内
定着に関する取組等、⼈材の養成・確保に係る取組が推進されている。 
（１）事業の有効性 
 介護福祉士養成施設における、国内⼈材の確保に関する取組及び留学⽣の国内定着に関す
る取組等、⼈材の養成・確保に係る取組が推進されている。 
（２）事業の効率性 
 介護に関する教育機関である介護福祉士養成施設において、⼈材の養成・確保に係る取組が
推進されることにより、質の⾼い国内⼈材の確保や留学⽣の国内定着が期待できる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.21】 

介護施設等による外国⼈留学⽣への奨学⾦等の支給に
係る支援事業 

【総事業費】 
82,832 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（県内介護事業所に補助） 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 県が県内の介護施設等に、当該介護施設等が介護福祉士資格の取得を目指す留学⽣に対して
⾏う奨学⾦等の一部を補助する。 

アウトプット指標（当初の目標値） 支援対象留学⽣︓２１４⼈／年 

アウトプット指標（達成値） 補助対象留学⽣ 114 ⼈ 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓介護福祉士資格の取得を目指す意欲ある留学⽣の就
学期間中の支援を図り、将来当該留学⽣を介護専門職として雇用しようとする介護施設等の負
担を軽減するため、当該介護施設等が⾏う奨学⾦等を一部助成することで、県内の介護福祉士
養成施設を卒業した外国⼈留学⽣の県内の介護施設・事業所への就職を促し、介護⼈材の参
⼊を促進する。 
観察できた→介護施設等が留学⽣に対して⾏う奨学⾦等を一部助成することにより、県内養成施
設を卒業した外国⼈留学⽣の県内介護施設・事業所への就職が促されている。 
（１）事業の有効性 
 介護施設等が留学⽣に対して⾏う奨学⾦等を一部助成することにより、県内養成施設を卒業し
た外国⼈留学⽣の県内介護施設・事業所への就職が促されている。 
（２）事業の効率性 
 意欲のある留学⽣を養成施設における就学期間中から支援することにより、将来の介護⼈材とし
ての参⼊をより効果的に促進することができる。 

その他  



   

32 

 

  

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.22】 

介護福祉士資格の取得を目指す外国⼈留学⽣マッチング
支援体制構築事業 

【総事業費】 
19,263 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（委託事業） 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 資格取得を目指す留学⽣を確保するため、県が実施主体となって「マッチング支援団体」に委託
し、県内養成施設に留学させ、県内介護施設等に就職するまでのマッチングを一元的に⾏い、円
滑な受⼊支援体制を構築する。 

アウトプット指標（当初の目標値） 留学⽣マッチング件数︓５０件／年 

アウトプット指標（達成値） マッチングした留学⽣ 25 ⼈ 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓⼊国まで継続して支援を⾏うことにより、留学⽣の円滑
な受⼊体制を構築し、介護⼈材の参⼊促進を図る。 
観察できた→⼊国まで継続して支援を⾏うことにより、留学⽣が辞退することなく、円滑な受⼊体制
を構築することができた。 
（１）事業の有効性 
 ⼊国まで継続して支援を⾏うことにより、留学⽣が辞退することなく、円滑な受⼊体制を構築する
ことができた。 
（２）事業の効率性 
 適切なマッチング支援を一元的に⾏うことにより、留学⽣の受⼊を円滑に進めることができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.23】 

外国⼈介護⼈材受⼊支援モデル事業 
【総事業費】 

6,375 千円 

事業の対象となる区域 福岡・糸島 
事業の実施主体 福岡市 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 介護施設・事業所に対する外国⼈介護⼈材受⼊の土台作りのための研修、セミナー及びマッチン
グ支援のためのイベント等 

アウトプット指標（当初の目標値） 介護事業所向けセミナーからマッチングまでの一体的イベント １回／年 

アウトプット指標（達成値） ・外国⼈留学⽣と介護事業所とのマッチング等支援説明会  
計 8 回開催、参加実⼈数 70 名 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓介護福祉士資格の取得を目指す外国⼈留学⽣の受
⼊れ支援を実施することにより、介護福祉士養成施設を卒業した外国⼈留学⽣の介護施設等へ
の就職を支援し、外国⼈介護⼈材の円滑な就労と定着を促す。 
観察できた→介護事業所との距離が近い市町村の目線で外国⼈留学⽣の受け⼊れ支援を⾏うこ
とにより、外国⼈介護⼈材の円滑な就労と定着を促すことができる。 
（１）事業の有効性 
 介護事業所との距離が近い市町村の目線で外国⼈留学⽣の受け⼊れ支援を⾏うことにより、外
国⼈介護⼈材の円滑な就労と定着を促すことができる。 
（２）事業の効率性 
 資格取得を目指す留学⽣を確保するため受⼊に当たっての土台作りとして、介護施設・事業所
に対する研修やセミナー等を⾏い、マッチングまで一体的に繋げる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.24】 

福祉系⾼校修学資⾦貸付事業 
【総事業費】 

0 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 社会福祉法⼈福岡県社会福祉協議会 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 福祉系⾼校に通い介護福祉士の資格取得を目指す学⽣に対し修学資⾦を貸し付ける。 

アウトプット指標（当初の目標値） 貸付件数︓２６４件／年 

アウトプット指標（達成値） 利用者数 2 校 26 名 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓福祉系⾼校に通い介護福祉士の資格取得を目指す学
⽣に対し修学資⾦の貸付を⾏うことで、若者の介護分野への参⼊促進、地域の介護⼈材の育成
及び確保並びに定着を支援する。 
観察できた→本事業を実施することにより、若者の介護分野への参⼊促進、地域の介護⼈材の育
成及び確保並びに定着を支援している。 
（１）事業の有効性 
 本事業を実施することにより、若者の介護分野への参⼊促進、地域の介護⼈材の育成及び確
保並びに定着を支援している。 
（２）事業の効率性 
 貸し付けした修学資⾦は、介護福祉士の資格取得後、3 年間介護等の業務に従事した時は返
還が全額免除されるため、効率的に若者の介護分野への参⼊促進、地域の介護⼈材の育成及
び確保並びに定着を支援している。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.25】 

介護分野就職支援⾦貸付事業 
【総事業費】 

0 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 社会福祉法⼈福岡県社会福祉協議会 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 介護分野への就職を目指す他業種で働いていた者等に対し、就職支援⾦を貸し付ける。 

アウトプット指標（当初の目標値） 貸付件数︓２０６件／年 

アウトプット指標（達成値） 63 名利用 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓介護分野のへ就職を目指す他業種で働いていた者等に
対し、就職準備のための費用の支援を図り、介護⼈材の参⼊を促進する。 
観察できた→介護分野のへ就職を目指す他業種で働いていた者等に対し、就職準備のための費
用の支援を図り、介護⼈材の参⼊が促されている。 
（１）事業の有効性 
 介護分野のへ就職を目指す他業種で働いていた者等に対し、就職準備のための費用の支援を
図り、介護⼈材の参⼊が促されている。 
（２）事業の効率性 
 介護分野への就職に意欲のある者を就職準備段階から支援することにより、将来の介護⼈材とし
ての参⼊をより効果的に促進することができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.26】 

福祉⼈材センター事業 
【総事業費】 

10,694 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（委託事業） 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 社会福祉事業に従事しようとする者に対する説明会・講習会等の開催 

アウトプット指標（当初の目標値） 福祉のしごと就職フェアの開催︓4 回/年 
福祉の就職説明会開催︓1 回/年 
福祉⼊門教室︓3 回/年 

アウトプット指標（達成値） 〇福祉⼊門教室 
38 回開催（3 地区）1,227 名 
〇福祉の職場合同就職面談会 
・R6.6.15 開催  
  参加⼈数 205 名 
・地区別（4 地区）R6.8〜R6.11 開催 
  参加⼈数 130 名 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓県福祉⼈材センター及び地区福祉⼈材バンクにおいて、
情報提供や就業の支援を⾏うことにより、多様な⼈材の参⼊を促進する 
観察できた→県福祉⼈材センター及び地区福祉⼈材バンクにおいて、情報提供や就業の支援を
⾏うことにより、多様な⼈材の参⼊が促されている 
（１）事業の有効性 
 県福祉⼈材センター及び地区福祉⼈材バンクにおいて、情報提供や就業の支援を⾏うことによ
り、多様な⼈材の参⼊が促されている 
（２）事業の効率性 
 社会福祉事業従事者等に対する研修等を充実強化することにより、効率的に福祉⼈材の参⼊
を促進することができる 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.27】 

訪問型の⽣活支援サービス従事者養成研修事業 
【総事業費】 

3,887 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 公益社団法⼈福岡県介護福祉士会 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 地域支援事業の総合事業として実施する要支援者等に対する訪問型の⽣活支援サービスを提供
する担い⼿の育成研修を実施 

アウトプット指標（当初の目標値） 県内４地区で実施 ２００⼈養成 

アウトプット指標（達成値） 対象︓総合事業での A 型（基準緩和型）事業所で働く予定がある⼈ 
３回開催︓30 ⼈参加 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓総合事業を全市町村で円滑に導⼊するために、訪問型
の⽣活支援サービスを提供する担い⼿が育成される。 
観察できた→本事業の実施により総合事業を導⼊するための訪問型の⽣活支援サービスの担い⼿
が育成されている。 
（１）事業の有効性 
 本事業の実施により総合事業を導⼊するための訪問型の⽣活支援サービスの担い⼿が育成され
ている。 
（２）事業の効率性 
 県内 6 会場で開催することにより幅広い地域の対象者を効率的に育成できる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.28】 

介護職員技術向上研修事業 
【総事業費】 

25,004 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（委託事業） 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 介護職のキャリア段階(１年未満の者、２〜３年未満の者、４〜８年未満の者)に応じた研修の
実施 

アウトプット指標（当初の目標値） ・勤続年数１年未満対象研修受講者数︓７００⼈／年 
・勤続年数２〜３年未満対象研修受講者数︓８００⼈／年 
・勤続年数４〜８年未満対象研修受講者数︓１２００⼈／年 

アウトプット指標（達成値） 県内４地区（福岡・北九州・筑豊・筑後）で実施 
①技術向上研修Ⅰ 250 ⼈参加 
②技術向上研修Ⅱ 392 ⼈参加 
③技術向上研修Ⅲ 436 ⼈参加 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓介護職のキャリア段階に応じて、それぞれの段階で直面
する課題を解決するための知識や技術の修得を図り、資質向上と職場での定着が図られる。 
観察できた→介護職のキャリア段階に応じて研修を実施することで資質の向上と職場での定着が図
られている。 
（１）事業の有効性 
 介護職のキャリア段階に応じて研修を実施することで資質の向上と職場での定着が図られている。 
（２）事業の効率性 
 介護職のキャリア段階に応じて研修を⾏うことで効率的に知識や技術を伝えることができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.29】 

介護施設等における看取り研修事業 
【総事業費】 

775 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 公益社団法⼈福岡県看護協会 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 介護施設等の看護師が多職種と協働しながら「看取りケア」、看取り支援を⾏うことができるよう研
修を実施。 

アウトプット指標（当初の目標値） ・研修開催２回／年 
・受講者１００⼈／年 

アウトプット指標（達成値） 研修開催 １回 
受講者 94 ⼈ 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓介護施設等における看護職が、看取り期にある本⼈・家
族に対して、その意思を尊重しながら、安らかに最後を迎えられるための支援が⾏われる。 
観察できた→本事業を⾏うことで介護施設等における看護職による支援が⾏われている。 
（１）事業の有効性 
 本事業を⾏うことで介護施設等における看護職による支援が⾏われている。 
（２）事業の効率性 
 介護施設等における看護職に対して直接研修を⾏うことで効率的な看取りに関する情報を伝え
ることができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.30】 

⼩規模事業所連携体制の構築支援事業 
【総事業費】 

6,454 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（委託事業） 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 複数の⼩規模事業所でユニットを構成し、連携・協⼒して、職員交流会を開催 

アウトプット指標（当初の目標値） 形成ユニット・参加者数（年度）︓各２０ユニット・３００⼈ 

アウトプット指標（達成値） ・職員交流会 
 17 ユニット 74 ⼈参加 
・訪問介護事業所向け研修会 
 ３ユニット 56 ⼈参加 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓複数の事業所が連携・協⼒し、働きやすい職場づくり、
⼈材育成を⾏うことにより、規模が⼩さいほど多い傾向にある離職が改善される。 
観察できた→複数の⼩規模事業所が連携・協⼒し⼈材育成を⾏うことで離職が改善されている。 
（１）事業の有効性 
 複数の⼩規模事業所が連携・協⼒し⼈材育成を⾏うことで離職が改善されている。 
（２）事業の効率性 
 複数の⼩規模事業所が連携することで単独で⾏うよりも効率的な⼈材育成が可能である。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.31】 

介護職員等喀痰吸引等研修事業 
【総事業費】 

2,107 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（委託事業） 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 喀痰吸引等研修の講師を養成する。 

アウトプット指標（当初の目標値） 養成⼈数 ２００⼈ 

アウトプット指標（達成値）  養成⼈数 92 ⼈ 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓⾼齢化の進⾏による医療ニーズの増⼤に対応するため、
たんの吸引等を実施できる介護職員養成のための講師が養成される。 
観察できた→本事業の実施によりたんの吸引等を実施できる介護職員養成のための講師が養成さ
れている。 
（１）事業の有効性 
 本事業の実施によりたんの吸引等を実施できる介護職員養成のための講師が養成されている。 
（２）事業の効率性 
 本事業の実施によりたんの吸引等を実施できる介護職員養成のための講師を効率的に養成する
ことができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.32】 

介護業務における介護職員の腰痛予防研修事業 
【総事業費】 

345 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 公益社団法⼈福岡県理学療法士会 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 県内４地区で、理学療法士が介護施設及び訪問介護事業所で稼働する介護職員を対象に、
腰痛予防の知識や腰痛予防体操によって、介護業務における腰部の過重な負担の軽減を図る研
修会を実施する。 

アウトプット指標（当初の目標値） 研修回数︓県内全域を対象に２回 

アウトプット指標（達成値） 研修会の開催︓2 回 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓県内全域を対象として理学療法士が介護施設及び訪
問介護事業所で稼動する介護職員に対する研修会を実施することで、介護業務における腰部の
過重な負担の軽減を図る。 
観察できた→本事業により介護職場の環境改善が図られている。 
（１）事業の有効性 
 本事業により介護職場の環境改善が図られている。 
（２）事業の効率性 
 理学療法士が研修講師を務めることで専門的な知識を介護職員に効率的に伝える。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.33】 

訪問介護サービス提供責任者就任前等研修事業 
【総事業費】 

2,129 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 公益社団法⼈福岡県介護福祉士会 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 県内全域を対象に、就任前または就任後１年未満のサービス提供責任者を対象として研修会を
実施する。なお研修は日本ホームヘルパー協会が標準として提示したサービス提供責任者就任前
研修カリキュラムに準拠して実施する。 

アウトプット指標（当初の目標値） 研修回数︓県内全域を対象に１回 

アウトプット指標（達成値） 研修会の開催︓１回 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓就任前または就任後１年未満のサービス提供責任者を
対象として研修会を実施することにより介護⼈材の定着に資する。 
観察できた→本事業により介護職場の環境改善が図られている。 
（１）事業の有効性 
 本事業により介護職場の環境改善が図られている。 
（２）事業の効率性 
 就任前または就任後１年未満のサービス提供者に対象を絞ることで研修を通じて有効な知識を
効率的に伝えることができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.34】 

介護福祉士を対象としたチームリーダー養成研修事業 
【総事業費】 

2,020 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 公益社団法⼈福岡県介護福祉士会 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 介護の現場でチームリーダー業務に従事し始めた介護福祉士を対象に研修を実施し、自らの成⻑
課題とチームの課題を認識し、解決に取り組む意欲を⾼めるとともにリーダーとしての悩みを相談し合
える⼈脈を得る機会を作る。 

アウトプット指標（当初の目標値） 研修開催︓１回（延べ３日間） 

アウトプット指標（達成値） 研修︓1 回開催 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓介護の現場でチームリーダー業務に従事し始めた介護福
祉士が、「介護職チーム内のサービスをマネジメントする役割」に関する自らの成⻑課題とチームの課
題を認識し、解決に取り組む意欲を⾼めるとともに、リーダーとしての悩みを相談しあえる⼈脈を得る
ことにより、資質の向上と介護⼈材の定着を図る。 
観察できた→介護現場でチームリーダー業務に従事し始めた介護福祉士が、課題解決に取り組む
意欲を⾼め、リーダーとしての悩みを相談しあえる⼈脈を得ることができている。 
（１）事業の有効性 
 介護現場でチームリーダー業務に従事し始めた介護福祉士が、課題解決に取り組む意欲を⾼
め、リーダーとしての悩みを相談しあえる⼈脈を得ることができている。 
（２）事業の効率性 
 介護福祉士を対象とすることにより、現場リーダーの養成と⼈脈づくりを効率的に⾏うことができる。 

その他  



   

45 

 

  

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.35】 

e-ラーニングを活用した⼈材育成事業 
【総事業費】 

1,765 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県⽼⼈福祉施設協議会 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） ⼈材不⾜等の原因により研修に参加できない介護職員が広く閲覧できるよう、リーダーを育成する
ための研修をインターネット上に公開する。 

アウトプット指標（当初の目標値） 研修２講座をオンライン公開 

アウトプット指標（達成値） 研修動画 8 テーマ 18 本作成・公開 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓介護の現場でチームリーダー業務に従事し始めた中堅介
護職員に対して、リーダーとしてのコミュニケーション技術等に関する研修動画を作成し、介護職員に
広く研修機会を提供し、資質の向上と介護⼈材の定着を図る。 
観察できた→介護の現場でチームリーダー業務に従事し始めた中堅介護職員に対して、リーダーとし
てのコミュニケーション技術等に関する研修動画を作成することにより、介護職員に広く研修機会を
提供することができている。 
（１）事業の有効性 
 介護の現場でチームリーダー業務に従事し始めた中堅介護職員に対して、リーダーとしてのコミュニ
ケーション技術等に関する研修動画を作成し、介護職員に広く研修機会を提供することにより、資
質の向上と介護⼈材の定着を促すことができている。 
（２）事業の効率性 
 介護の現場でチームリーダー業務に従事し始めた中堅介護職員に対する研修機会の提供を効
率的に⾏うことができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.36】 

介護支援専門員資質向上研修事業 
【総事業費】 

4,834 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 公益社団法⼈福岡県介護支援専門員協会 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 介護支援専門員の法定研修のほか、コンプライアンス研修（制度改正への対応）、主任介護支
援専門員に対するフォローアップ研修、事業所別研修会(介護支援の種別に応じたケアマネジメント
スキルの向上）の開催。 

アウトプット指標（当初の目標値） 県内全域を対象に、以下の研修を実施 
①コンプライアンス研修︓４回／年 
②主任介護支援専門員に対するフォローアップ研修︓８回／年 
③事業所別研修︓４８回／年 

アウトプット指標（達成値） ・コンプライアンス研修:4 回 
・事業所別研修:30 回 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓国の法定研修ではカバーできない内容について研修を実
施し、介護支援専門員の資質向上が図られる。 
観察できた→本事業の実施により介護支援専門員の資質向上が図られている。 
（１）事業の有効性 
 本事業の実施により介護支援専門員の資質向上が図られている。 
（２）事業の効率性 
 研修の種別によって研修の開催回数を変えることで効率的に研修を⾏うことができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.37】 

ケアプラン作成技術向上事業 
【総事業費】 

147 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 公益社団法⼈福岡県介護支援専門員協会 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 実務に従事する介護支援専門員の資質向上のために、ケアプラン作成技術向上アドバイザー（ケ
アプラン点検指導者）を養成し、居宅介護支援事業所等へ派遣する。 

アウトプット指標（当初の目標値） ①ケアプラン点検指導者の養成研修︓年１回 
②ケアプラン点検指導者の派遣︓年４８回 

アウトプット指標（達成値） ① ケアプラン点検指導者の派遣︓2 ⼈×１回 
② ケアプラン作成技術向上委員:2 回 
③ ケアプラン作成技術向上アドバイザーの養成︓参加者 15 名 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓サービス利用者の自⽴支援につながるケアプランを作成
できるよう、介護支援専門員のケアプラン作成技術が向上する。 
観察できた→本事業によって介護支援専門員のケアプラン作成技術が向上している。 
（１）事業の有効性 
 本事業によって介護支援専門員のケアプラン作成技術が向上している。 
（２）事業の効率性 
 実務に従事する介護支援専門員に研修を実施することで効率的に介護支援専門員に対してケ
アプラン作成技術を伝えることができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.38】 

外国⼈介護職員介護技能等向上事業 
【総事業費】 

3,000 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（委託事業） 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 県内で就労する介護職種の技能実習⽣及び介護分野における１号特定技能外国⼈を対象とし
て、介護の日本語や介護技能等に関する研修を実施。 

アウトプット指標（当初の目標値） ①集合研修︓県内４地区各１回 
②訪問研修︓４回 
 

アウトプット指標（達成値） ・研修 
 参加者 91 名 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓１号特定技能外国⼈が、介護現場において円滑に就
労・定着できるように、資質向上を図られる。 
観察できた→本事業により、介護の日本語や介護技能等に関する研修を⾏うことで、介護現場に
おいて円滑に就労・定着でき、資質向上を図られた。 
（１）事業の有効性 
 本事業により、介護の日本語や介護技能等に関する研修を⾏うことで、介護現場において円滑
に就労・定着でき、資質向上を図られた。 
（２）事業の効率性 
 １号特定技能外国⼈に対し、介護の日本語や介護技能等に関する研修機会の提供を効率的
に⾏うことができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.39】 

外国⼈介護福祉士候補者学習支援事業 
【総事業費】 

12,574 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（県内介護事業所に補助、一部障害福祉事業所へは国庫補助） 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 経済連携協定（EPA）又は交換公文に基づき⼊国し、介護施設等で就労しながら介護福祉士
資格の取得を目指す外国⼈介護福祉士候補者が、介護福祉士国家試験に合格できるよう、日
本語及び介護分野の専門知識に係る学習の支援を実施。 
(1)候補者の日本語学習等に要する経費 
(2)候補者の喀痰吸引等研修の受講に要する経費 
(3)研修担当者の活動に対する支援 

アウトプット指標（当初の目標値） 日本語及び介護分野の専門知識に係る学習支援 

アウトプット指標（達成値） 支援対象 20 施設 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓各受⼊施設が⾏う候補者に対し、日本語及び介護分
野の専門知識に係る学習の支援を⾏い、資質向上を図られる。 
観察できた→本事業により、各受⼊施設が⾏う候補者に対し、日本語及び介護分野の専門知識
に係る学習の支援を⾏い、資質向上を図られた。 
（１）事業の有効性 
 本事業により、各受⼊施設が⾏う候補者に対し、日本語及び介護分野の専門知識に係る学習
の支援を⾏い、資質向上を図られた。 
（２）事業の効率性 
 各受⼊施設が⾏う候補者のに対し日本語及び介護分野の専門知識に係る学習の支援を⾏うこ
とで、効率的に資質向上を図る。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.40】 

潜在介護福祉士向け就労支援セミナー事業 
【総事業費】 

3,849 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 社会福祉法⼈福岡県社会福祉協議会 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 潜在介護福祉士に対して、介護現場から離れていたことへの不安感を払拭するための就労支援セ
ミナーを実施する。 

アウトプット指標（当初の目標値） 研修実施︓２回／年 

アウトプット指標（達成値） 潜在介護福祉士向け就労支援セミナー 
県内 2 地区各 1 回開催 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓介護の仕事に従事していない介護福祉士の資格を有す
る登録者を対象に再就職支援を⾏い、介護福祉士の確保と介護サービスの質の向上が図られる。 
観察できた→本事業の実施により、介護福祉士の確保と介護サービスの質の向上が図られている。 
（１）事業の有効性 
 本事業の実施により、介護福祉士の確保と介護サービスの質の向上が図られている。 
（２）事業の効率性 
 潜在介護福祉士に対して就労支援セミナーを実施することで効率的に介護福祉士の確保ができ
る。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.41】 

かかりつけ医認知症対応⼒向上研修 
【総事業費】 

2,372 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（委託事業）、北九州市、福岡市 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） かかりつけ医の認知症ケアに関する知識や技術、また、認知症の各段階での適切な対応⽅法の修
得を目的とした研修の実施 
 【カリキュラム】 
  ・認知症に関する基礎知識 
  ・認知症の診断 
  ・認知症の治療とケア 
  ・関係機関との連携 

アウトプット指標（当初の目標値） 研修参加⼈数 
 県︓１８０⼈、北九州市︓ ８０⼈、福岡市︓５０⼈ 

アウトプット指標（達成値） かかりつけ医認知症対応⼒向上研修 
 参加者 328 ⼈ 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓かかりつけ医等、認知症患者と接することの多い医療・
介護従事者が、認知症に関する正しい知識と理解に基づき、本⼈や家族への適切な対応に資す
る。 
観察できた→本事業の実施により医師、医療介護従事者が認知症患者や家族への適切な対応
を⾏っている。 
（１）事業の有効性 
 本事業の実施により医師、医療介護従事者が認知症患者や家族への適切な対応を⾏ってい
る。 
（２）事業の効率性 
 認知症患者と接することの多い医療・介護従事者に研修を⾏うことによって効率的に認知症患者
等に適切な対応ができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.42】 

かかりつけ医認知症対応⼒向上フォローアップ研修 
【総事業費】 

4,394 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 公益社団法⼈福岡県医師会 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 認知症の早期症状に関する基礎知識の修得等、かかりつけ医に対する認知症対応⼒向上のため
のフォローアップ研修を実施 

アウトプット指標（当初の目標値） 研修受講者︓１０００⼈ 

アウトプット指標（達成値） かかりつけ医認知症対応⼒向上フォローアップ研修 
 参加者 933 ⼈ 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓かかりつけ医等、認知症患者と接することの多い医療・
介護従事者が、認知症に関する正しい知識と理解に基づき、本⼈や家族への適切な対応に資す
る。 
観察できた→本事業の実施により医師、医療介護従事者が認知症患者や家族への適切な対応
を⾏っている。 
（１）事業の有効性 
 本事業の実施により医師、医療介護従事者が認知症患者や家族への適切な対応を⾏ってい
る。 
（２）事業の効率性 
 認知症患者と接することの多い医療・介護従事者に研修を⾏うことによって効率的に認知症患者
等に適切な対応ができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.43】 

認知症サポート医養成等研修事業 
【総事業費】 

2,663 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（委託事業）、北九州市、福岡市 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 認知症初期集中支援チームの設置促進及び認知症支援体制構築のための研修として、認知症
サポート医の養成及びフォローアップの研修を実施 

アウトプット指標（当初の目標値） （１）認知症サポート医養成研修受講者数︓５７⼈ 
 県︓４５⼈、北九州市︓８⼈、福岡市︓２⼈ 
（２）認知症サポート医フォローアップ研修受講者数︓２１５⼈ 
 県︓１１８⼈、北九州市︓５０⼈、福岡市︓５０⼈ 

アウトプット指標（達成値） （１）認知症サポート医養成研修 
 参加者 （県）25 ⼈（政令市）8 ⼈ 
（２）認知症サポート医フォローアップ研修 
 参加者 234 ⼈ 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓認知症サポート医の養成とフォローアップを⾏うことにより、
各地域において、認知症の発症初期から状況に応じて、医療と介護が一体となった認知症の⼈へ
の支援体制が構築される。 
観察できた→本事業の実施により医療と介護が一体となった認知症の⼈への支援体制の構築が
図られている。 
（１）事業の有効性 
 本事業の実施により医療と介護が一体となった認知症の⼈への支援体制の構築が図られている。 
（２）事業の効率性 
 認知症サポート医に研修を⾏うことで各地域において効率的に認知症の⼈への支援体制を構築
することができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.44】 

認知症初期集中支援チーム設置促進事業 
【総事業費】 

1,103 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（一部委託事業） 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 認知症初期集中支援チームの設置促進及び認知症支援体制構築のための研修を実施。 

アウトプット指標（当初の目標値） ①認知症初期集中支援チーム員の研修 
②認知症支援体制構築促進のための研修 

アウトプット指標（達成値） ①認知症初期集中支援チーム員の研修 
 参加者 47 ⼈ 
②認知症支援体制構築促進のための研修 
 参加者 109 ⼈ 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓各市町村における支援チームの設置の促進が図られる。 
観察できた→本事業の実施により、各市町村における支援チームの設置を促進している。 
（１）事業の有効性 
 本事業の実施により、各市町村における支援チームの設置を促進している。 
（２）事業の効率性 
 市町村職員を対象にすることで効率的に、各市町村における支援チームの設置を促進できる。 

その他  



   

55 

 

  

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.45】 

医療従事者認知症対応⼒向上等研修事業 
【総事業費】 

5,995 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（一部委託事業）、北九州市、福岡市 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 医療従事者の認知症対応⼒向上を図るための研修を実施。 
①⻭科医師、②薬剤師、③看護職員、④病院勤務の医師等の医療従事者、⑤３職種合同 

アウトプット指標（当初の目標値） 研修参加⼈数 
①⻭科医師︓(県)200 ⼈、(北九州市)50 ⼈、(福岡市)100 ⼈ 
②薬剤師︓(県)200 ⼈、(北九州市)50 ⼈、(福岡市)100 ⼈ 
③看護職員︓(県)230 ⼈ 
④病院勤務の医師等の医療従事者︓(県)200 ⼈、(北九州市)100 ⼈、(福岡市)100 ⼈ 
⑤３職種合同︓(県)200 ⼈ 

アウトプット指標（達成値） ①⻭科医師 （県）70 ⼈、（政令市）21 ⼈ 
②薬剤師 （県）334 ⼈、（政令市）71 ⼈ 
③看護職員 115 ⼈ 
④病院勤務の医師等の医療従事者 
（県）68 ⼈、（政令市）18 ⼈ 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓医療従事者の認知症対応⼒向上を図り、各種施策を
総合的に推進していくことで、認知症の⼈とその家族が住み慣れた地域で安⼼して暮らしを続けるこ
とができる体制づくりが推進される。 
観察できた→本事業の実施により、医療従事者の認知症対応⼒向上を図ることで、認知症の⼈と
その家族が住み慣れた地域で安⼼して暮らしを続けることができる体制づくりを推進している。 
（１）事業の有効性 
 本事業の実施により、医療従事者の認知症対応⼒向上を図ることで、認知症の⼈とその家族が
住み慣れた地域で安⼼して暮らしを続けることができる体制づくりを推進している。 
（２）事業の効率性 
 医療従事者に研修を⾏うことで効率的に、認知症の⼈とその家族が安⼼して暮らしを続けることが
できる体制づくりを推進することができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.46】 

認知症介護研修事業 
【総事業費】 

43,403 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（委託事業）、北九州市、福岡市 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） ⾼齢者介護実務者及びその指導的⽴場にある者に対し、認知症⾼齢者の介護に関する実践的
研修を実施、また、認知症介護を提供する事業所を管理する⽴場にある者等に対し、適切なサー
ビスの提供に関する知識等を修得させるための研修を実施 

アウトプット指標（当初の目標値） 研修参加⼈数 
①認知症介護指導者フォローアップ研修︓５⼈ 
②認知症対応型サービス事業開設者研修︓１１６⼈ 
③認知症対応型サービス事業管理者研修︓３４５⼈ 
④⼩規模多機能型サービス等計画作成担当者研修︓１３６⼈ 
⑤認知症介護基礎研修︓４５０⼈ 

アウトプット指標（達成値） ○福岡県 各研修合計 171 ⼈参加 
○政令市（北九州市・福岡市） 各研修合計 140 ⼈参加 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓研修を実施することにより、認知症介護技術の向上を図
り、認知症介護の専門職員を養成し、もって認知症⾼齢者に対する介護サービスの充実が図られ
る。 
観察できた→本事業の実施により、認知症介護技術の向上が図られている。 
（１）事業の有効性 
 本事業の実施により、認知症介護技術の向上が図られている。 
（２）事業の効率性 
 ⾼齢者介護実務者及びその指導的⽴場にある者に研修を⾏うことで、効率的に認知症介護技
術の向上を図ることができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.47】 

施設系サービス従事者認知症対応⼒向上研修事業 
【総事業費】 

5,007 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 公益社団法⼈福岡県介護⽼⼈保健施設協会 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 施設系サービスの介護従事者に対して、⾏動・⼼理症状や失認・失⾏に対する理解と対応を学習
することを目的とした研修を実施 

アウトプット指標（当初の目標値） 研修開催︓県内４地区で各１回 

アウトプット指標（達成値） 対象︓施設系サービス介護従事者 
研修︓6 回開催 計 333 参加 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓介護保険の施設系サービスの介護従事者が、認知症に
関する正しい知識と理解に基づき、本⼈や家族への適切な対応に資する。 
観察できた→本事業の実施により、施設系サービス介護従事者が認知症の本⼈や家族への適切
な対応を⾏っている。 
（１）事業の有効性 
 本事業の実施により、施設系サービス介護従事者が認知症の本⼈や家族への適切な対応を⾏
っている。 
（２）事業の効率性 
 介護従事者に直接研修を⾏うことで効率的に認知症に関する正しい知識を伝えることができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.48】 

訪問介護員等認知症対応⼒向上研修 
【総事業費】 

2,501 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（委託事業） 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 認知症の⼈とその家族が住み慣れた地域で安⼼して暮らしを続けることができる体制づくりのため、
訪問サービスの従事者等を対象とした認知症対応⼒向上研修を実施 
 【内容】 ・認知症の知識 
      ・早期対応の重要性 
      ・認知症の⼈と家族に対する支援 

アウトプット指標（当初の目標値） ・訪問介護員研修︓４地域で開催 
 各会場１００⼈×４ヶ所 
・介護支援専門員研修︓４地域で開催 
 各会場１００⼈×４ヶ所 

アウトプット指標（達成値） ・訪問介護員研修 
 4 地区×1 回開催 参加者 85 ⼈ 
・介護支援専門員研修 
 4 地区×1 回開催 参加者 114 ⼈ 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓認知症の⼈とその家族が住み慣れた地域で安⼼して暮
らしを続けることができる体制づくりが推進される。 
観察できた→本事業を⾏うことで認知症の⼈とその家族が安⼼して暮らしを続けることができる体制
づくりを推進している。 
（１）事業の有効性 
 本事業を⾏うことで認知症の⼈とその家族が安⼼して暮らしを続けることができる体制づくりを推進
している。 
（２）事業の効率性 
 訪問介護員及び介護支援専門員を研修対象とすることで効率的に認知症の対応⼒を向上する
ことができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.49】 

地域互助による認知症⾼齢者支援体制づくり事業 
【総事業費】 

602 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 特定非営利活動法⼈福岡県⾼齢者グループホーム協議会 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 認知症対応型共同⽣活介護事業所（認知症⾼齢者グループホーム）の職員等を対象に、県内
４地区で以下の内容の講義、演習を⾏う。 
 講義と演習「地域を巻き込む意義と実践」 
 認知症⾼齢者支援の模擬訓練視察研修 

アウトプット指標（当初の目標値） 研修開催︓４ブロックで実施 

アウトプット指標（達成値） ・グループホームを対象とした地域の働きかけを⾏う研修 
 参加者 199 ⼈ 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓地域住⺠の助け合い、世代を超えた住⺠の集まりの場
づくり等をサポートすることで、地域の⼈たちの認知症を正しく理解し、地域で支える意識を⾼め、認
知症の⼈やその家族が地域で安⼼して⽣活できるための体制の整備に資する。 
観察できた→本事業の実施により、グループホーム職員が、地域における認知症の本⼈や家族への
適切な支援体制構築に向けた役割を担っている。 
（１）事業の有効性 
 本事業の実施により、グループホーム職員が、地域における認知症の本⼈や家族への適切な支
援体制構築に向けた役割を担っている。 
（２）事業の効率性 
 グループホームの事業者団体が直接実施することで、より実践的で効率的に運用されている。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.50】 

一般県⺠、家族介護者向け認知症公開講座事業 
【総事業費】 

10,978 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 公益社団法⼈福岡県医師会 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） ⼤綱における「認知症に関する理解促進」のため、認知症の⼈や家族の視点に⽴った認知症に対
する正しい理解と、それに基づく適切な対応を図るための、認知症の⼈や家族と地域住⺠による意
⾒交換会やグループワーク等の研修の実施 

アウトプット指標（当初の目標値） 研修開催︓２０回／年 

アウトプット指標（達成値） 地域住⺠、家族介護者向け認知症公開講座 
対象︓福岡県内居住の地域住⺠・家族介護者等 
13 回開催 参加者合計 2,030 ⼈ 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓認知症に係る地域での支え合い体制を整備することによ
り、認知症の⼈やその家族の精神的・⾝体的な負担や不安が軽減される。 
観察できた→本事業の実施によって認知症に係る意⾒交換会等の実施により認知症の⼈やその
家族の精神的・⾝体的な負担や不安が軽減されている。 
（１）事業の有効性 
 本事業の実施によって認知症に係る意⾒交換会等の実施により認知症の⼈やその家族の精神
的・⾝体的な負担や不安が軽減されている。 
（２）事業の効率性 
 福岡県内居住の地域住⺠・家族介護者等と意⾒交換等⾏うことで対象者に効率的に働きかけ
ることができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.51】 

認知症サポーター活動促進支援体制整備事業 
【総事業費】 

0 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 認知症サポーターを中⼼とした支援者と地域で暮らす認知症の⼈や家族をつなぐ仕組みであるチー
ムオレンジを整備するため、オレンジコーディネーター等を養成する研修を実施する 

アウトプット指標（当初の目標値） ・オレンジチューター養成研修（国実施）への派遣︓３⼈／年 
・オレンジコーディネーター養成（県実施）︓６０⼈／年 

アウトプット指標（達成値） ○チームオレンジ・コーディネーターの養成 
 参加者数 40 ⼈ 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓認知症の⼈や家族を地域で支える体制を構築する上で
重要なチームオレンジの整備を推進するとともに、地域包括ケア構築のための⼈材を養成し、その資
質向上を図る。 
観察できた→認知症の⼈や家族を地域で支える体制を構築する上で重要なチームオレンジの整備
を推進することができている。 
（１）事業の有効性 
 認知症の⼈や家族を地域で支える体制を構築する上で重要なチームオレンジの整備を推進する
ことにより、地域包括ケア構築のための⼈材養成とその資質向上が図られている。 
（２）事業の効率性 
 チームオレンジ・コーディネーター等の養成により、市町村等が効率的にチームオレンジの整備・活
動を推進することができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.52】 

⽣活支援サービス提供体制整備促進事業 
【総事業費】 

0 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 多様な主体による介護予防・⽣活支援サービスを充実させるため、⽣活支援コーディネーターの養
成研修を実施。 
また、⽣活支援コーディネーター間の連携を図ることを目的とし、連絡会を実施することによって、福
岡県内の⽣活支援コーディネーターの孤⽴を防⽌し、⽣活支援コーディネーター同士のネットワーク
の構築や、他市町村の取組状況についての共有を⾏うことで、資質向上を図る。 
 

アウトプット指標（当初の目標値） ・⽣活支援コーディネーターの養成数︓１００⼈／年 
・連絡会の開催︓４回／年 

アウトプット指標（達成値） ・初任者向け 
 1 回開催 参加者 83 ⼈ 
・現任者向け 
 4 回開催 参加者 221 ⼈ 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓市町村による地域資源を活用した介護予防・⽣活支援
サービスの提供体制整備を支援することにより、⾼齢者が、多様な主体による介護予防・⽣活支援
サービスの提供を受ける。 
観察できた→本事業の実施によって市町村による地域資源を活用した介護予防・⽣活支援サービ
スの提供体制が整備されている。 
（１）事業の有効性 
 本事業の実施によって市町村による地域資源を活用した介護予防・⽣活支援サービスの提供体
制が整備されている。 
（２）事業の効率性 
 市町村を支援することで効率的に市町村が地域資源を活用した介護予防・⽣活支援サービスの
提供体制を整備することができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.53】 

介護予防市町村支援事業 
【総事業費】 

0 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（委託事業） 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 市町村の介護予防事業を指導・助⾔するリハビリ専門職の活用により、リハビリ専門職と地域包括
支援センターのネットワークを強化し、地域包括支援センターの機能強化を推進する（下記②）と
ともに、医療・介護連携を推進するための⼈材の資質向上を図る（下記①）。 
①市町村に派遣可能なリハビリ専門職を登録し、登録したリハビリ専門職を対象として、地域包括
支援センターが⾏う地域住⺠向け介護予防教室等への支援事例の共有などの研修会を開催し、
リハビリ専門職の資質向上を図る。 
②県介護予防支援センター及びリハビリ専門職団体と連携し、市町村及び地域包括支援センター
が、登録したリハビリ専門職等を効果的に活用できるよう、地域包括支援センター職員等を対象と
して、多職種連携の仕組みづくりを⾏っている他県の先進事例などを内容とする研修会を開催す
る。 

アウトプット指標（当初の目標値） 研修会開催︓４回／年 

アウトプット指標（達成値） ・リハビリ専門職の登録 
 登録者数 670 ⼈ 
・研修会 
対象︓市町村、保健福祉（環境）事務所、介護予防支援センター 
 参加者 126 ⼈ 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓市町村が地域において実施する介護予防事業を支援
することにより、地域における効果的な介護予防の推進に資する。 
観察できた→本事業の実施により、介護予防事業を指導・助⾔するリハビリ職の広域派遣の仕組
みをつくることで、地域における効率的な介護予防が推進されている。 
（１）事業の有効性 
 本事業の実施により、介護予防事業を指導・助⾔するリハビリ職の広域派遣の仕組みをつくること
で、地域における効率的な介護予防が推進されている。 
（２）事業の効率性 
 市町村の介護予防事業を指導・助⾔するリハビリ職の広域派遣により、効率的に介護予防を推
進することができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.54】 

地域包括ケア会議支援事業 
【総事業費】 

0 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） ・市町村の地域包括ケアシステム構築を推進するため、以下の取組を実施し、地域ケア会議を開
催する地域包括支援センターの機能強化を推進する。 
・地域ケア会議に係るアドバイザーを派遣し、地域ケア会議の進⾏⽅法に関する助⾔や模擬会議
を実施することで、地域包括支援センターによる自⽴支援型ケアマネジメント業務の強化を図る。 
・地域ケア会議に参加する専門職や事業者を対象とした研修を開催し、地域ケア会議の意義や専
門職としての効果的な助⾔⽅法を学ぶことで、多職種連携による地域ケア会議の円滑な運営を促
す。 
・地域包括支援センターの管理者等を対象とした研修を開催し、地域包括ケアシステムの最新動
向や地域ケア会議の先進事例の紹介等を⾏うことで、自⽴支援型ケアマネジメント業務の主体的
な改善を促す。 

アウトプット指標（当初の目標値） ・アドバイザー派遣︓６０回 
・専門職・事業者向けケア会議研修︓４回 
・地域包括ケア推進セミナー︓１回 
・地域包括ケア研修︓４回 

アウトプット指標（達成値） ・専門職向け地域ケア会議助⾔者養成研修 
・地域包括ケア推進セミナー 
・市町村等の職員を対象とした研修 
 参加者合計 190 ⼈ 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓市町村及び地域包括支援センターによる地域ケア会議
の推進に資する。 
観察できた→本事業を実施することで地域ケア会議を推進している。 
（１）事業の有効性 
 本事業を実施することで地域ケア会議を推進している。 
（２）事業の効率性 
 モデル市町を対象にすることで対象を絞り込み、効率的に地域ケア会議を推進することができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.55】 

リハビリ専門職の介護予防指導者養成事業 
【総事業費】 

1,369 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 公益社団法⼈福岡県作業療法協会 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 地域のあらゆる通いの場で介護予防の取組を推進するため、リハビリテーション専門職に対し、介護
予防推進に係る指導者として必要な知識の習得を図るための研修会を実施 

アウトプット指標（当初の目標値） 県内全域で実施、養成者数８００⼈ 

アウトプット指標（達成値） 参加者︓作業療法士、理学療法士、⾔語聴覚士、県・市町村職員 
 3 回開催 参加者 137 ⼈ 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓⾼齢者の⼼⾝機能の維持・向上が図れるように、それぞ
れの地域で介護予防推進員や住⺠に対してリハビリテーションを指導できる⼈材が養成される。 
観察できた→本事業の実施によって地域でリハビリテーション指導する⼈材が養成されている。 
（１）事業の有効性 
 本事業の実施によって地域でリハビリテーション指導する⼈材が養成されている。 
（２）事業の効率性 
 リハビリテーション専門職等に対して養成事業を⾏うことで効率的な育成が推進できる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.56】 

権利擁護⼈材養成事業 
【総事業費】 

26,387 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県、北九州市、福岡市、久留⽶市、⼋⼥市、中間市、筑紫野市、古賀市、福津市、うきは

市、糸島市、⽔巻町、社会福祉法⼈福岡県社会福祉協議会 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 市⺠後⾒⼈養成のための研修、市⺠後⾒⼈の活動を安定的に実施するための組織体制の構
築、市⺠後⾒⼈の適正な活動のための支援、その他市⺠後⾒⼈の活動の推進に関する事業を実
施 

アウトプット指標（当初の目標値） 県事業︓６０市町村対象に実施 

アウトプット指標（達成値） ・市⺠後⾒⼈養成のための研修 
 10 市町 1 団体で開催 参加者 506 ⼈ 
・市⺠後⾒⼈の活動を安定的に実施するための組織体制の構築 
 6 市 1 団体で実施 
・市⺠後⾒⼈の適正な活動のための支援 
 5 市で実施 
・その他市⺠後⾒⼈の活動の推進に関する事業を実施することへの支援 
 10 市で実施 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓市⺠後⾒制度の体制を整備・強化することにより、市⺠
後⾒⼈といった認知症⾼齢者等の権利擁護に携わる⼈材の養成と資質の向上に資する。 
観察できた→本事業を実施することで市⺠後⾒⼈の育成や市⺠後⾒⼈の活動を安定的に実施
する組織体制の構築等が図られている。 
（１）事業の有効性 
 本事業を実施することで市⺠後⾒⼈の育成や市⺠後⾒⼈の活動を安定的に実施する組織体
制の構築等が図られている。 
（２）事業の効率性 
 本事業の実施により市⺠後⾒⼈等に効率的に⼈材の育成や組織体制の構築等ができている。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.57】 

介護事業所の各種研修に係る代替職員派遣事業 
【総事業費】 

20,441 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（委託事業） 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 介護保険施設・事業所の介護職員が研修を受ける場合に、代替職員を派遣 

アウトプット指標（当初の目標値） 派遣日数︓１，３２０⼈日／年 

アウトプット指標（達成値） 実⼈数 31 ⼈ 延べ 1,225 ⼈日 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓介護保険施設・事業所の介護職員が各種研修に参加
する場合に、当該施設・事業所に代替職員を派遣することにより、介護職員の研修参加を促し、
職員のスキルアップと⼊所者・利用者の処遇向上が図られる。 
観察できた→本事業の実施により、介護職員の研修参加を促すことで職員のスキルアップと⼊所
者・利用者の処遇向上が図られている。 
（１）事業の有効性 
 本事業の実施により、介護職員の研修参加を促すことで職員のスキルアップと⼊所者・利用者の
処遇向上が図られている。 
（２）事業の効率性 
 介護職員の研修参加に代替職員を派遣することで効率的に研修参加を促進することができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.58】 

看護職に対する介護教育研修事業 
【総事業費】 

1,920 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県訪問看護ステーション連絡協議会 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 訪問看護に係る指導者（中堅職員）及び職員を対象に、新⼈育成及び医療・介護の知識や技
能の向上のための研修を実施 

アウトプット指標（当初の目標値） 県内全域で実施、４回開催 

アウトプット指標（達成値） ・研修 
 対象︓訪問看護師・他医療従事者 
 4 回開催 参加者 200 事業所 
 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓訪問看護に係る看護職員が、新⼈育成及びタイムリー
なテーマで必要な知識や技術を学ぶことで、介護職員の早期離職防⽌・定着促進に資する。 
観察できた→本事業の実施により介護職員の早期離職防⽌・定着促進が推進されている。 
（１）事業の有効性 
 本事業の実施により介護職員の早期離職防⽌・定着促進が推進されいる。 
（２）事業の効率性 
 指導を⾏う中堅職員を対象とすることで、効率的に新⼈育成を⾏うことができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.59】 

初任者及び中堅職員に対する職場環境改善研修事業 
【総事業費】 

5,004 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 公益社団法⼈福岡県介護⽼⼈保健施設協会 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 介護職の定着率を⾼め職場環境を改善することを目的として、「初任者向け研修（⼊職〜2 年
目）」、「中堅職員向け研修（事務⻑・課⻑クラス）」、「介護からの離職をテーマとしたシンポジウ
ム」を開催 

アウトプット指標（当初の目標値） ・初任者向け研修︓４回開催／年 
・中堅職員向け研修︓４回開催／年 
・シンポジウム︓１回開催／年 

アウトプット指標（達成値） ・初任者向け研修:6 回 
・中堅職員向け研修:6 回 
・シンポジウム:1 回 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓初任者向けに介護職員としての意識と⾏動を⾝に着け
る研修、中堅職員向けにリーダーとしての遂⾏能⼒、育成能⼒を⾝に着ける研修を実施、介護職
員が安⼼して働き続けられる職場環境の整備をテーマとしたシンポジウムを開催することにより、介護
⼈材の定着に資する。 
観察できた→本事業実施により介護⼈材の定着を推進している。 
（１）事業の有効性 
 本事業実施により介護⼈材の定着を推進している。 
（２）事業の効率性 
 初任者と中堅職員を対象とすることでそれぞれに有効な知識を研修を通じて効率的に伝えること
ができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.60】 

看護管理者等の管理能⼒向上事業 
【総事業費】 

503 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 公益社団法⼈福岡県看護協会 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 介護施設の看護管理者等を対象とした研修会を開催し、管理者としての役割に対する理解を深
め、また管理者同士で問題を共有して悩みを解決することで、労働関係法規をはじめとした雇用管
理に係る各種制度の理解を促進し、働き続けることのできる職場づくりの推進等を図る。 

アウトプット指標（当初の目標値） ・研修開催︓１回 
・受講者︓５０⼈ 

アウトプット指標（達成値） 研修︓1 回開催 
受講者︓29 ⼈ 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓介護施設等の看護管理者等を対象として研修会を実
施することにより、介護職員及び看護職員の雇用管理環境等の改善を図る 
観察できた→本事業により介護職場の環境改善が図られている。 
（１）事業の有効性 
 本事業により介護職場の環境改善が図られている。 
（２）事業の効率性 
 介護施設等における看護管理者等に対して直接研修を⾏うことで雇用管理環境の改善等に関
する情報を効率的に伝えることができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.61】 

介護職員管理能⼒向上事業 
【総事業費】 

30,155 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（委託事業） 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 介護職員に対する⼈事管理、マネジメント、リーダーシップ、⼈材育成等について、理論講義、グル
ープ討議、演習、自⼰診断、事例研修等の形式による研修会を⾏うとともに、⼩規模事業所のう
ち定着率が特に低い事業所に対しては、アドバイザーによる訪問指導を⾏う。 

アウトプット指標（当初の目標値） 研修参加数︓３６０事業所／年 

アウトプット指標（達成値） 県内 4 地区、24 会場で実施 
研修の受講者数 160 ⼈ 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓管理者や中堅職員等に対し、組織マネジメント、リーダ
ーシップ、コーチング理論、具体的な雇用改善⽅策に取組むための研修を実施し、介護職員が安
⼼して働き続けられる環境整備に資する。 
 
観察できた→本事業により介護職場の環境改善が図られている。 
（１）事業の有効性 
 本事業により介護職場の環境改善が図られている。 
（２）事業の効率性 
 本事業により管理者や中堅職員等に対し知識を効率的に伝達することができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.62】 

介護の職場環境改善セミナー実施事業 
【総事業費】 

4,400 千円 

事業の対象となる区域 北九州 
事業の実施主体 北九州市 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 介護事業所の経営者や管理者を対象に、介護事業所が抱える労務管理・⼈材育成に関する課
題を解決するための知識や⼿法を学ぶ「介護の職場環境改善セミナー」を実施。セミナーは⼈材育
成・⼈材定着の⼿法や介護経営、メンタルヘルス、労働トラブルの防⽌などをテーマに実施する。 
セミナー受講対象者︓北九州市内の介護保険事業所の経営者及び管理者 

アウトプット指標（当初の目標値） 介護の職場環境改善セミナー︓１０回開催／年 

アウトプット指標（達成値） 介護の職場環境改善セミナー:11 回開催 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓介護事業所の経営者や管理者を対象にしたセミナーの
実施により職場の環境改善を図り、介護事業所における⼈材の定着に資する。 
観察できた→本事業により介護職場の環境改善が図られている。 
（１）事業の有効性 
 本事業により介護職場の環境改善が図られている。 
（２）事業の効率性 
 介護事業所の経営者や管理者に対象を絞ることでセミナーを通じて有効な知識を効率的に伝え
ることができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.63】 

経営者・管理者向けマネジメント研修事業 
【総事業費】 

2,442 千円 

事業の対象となる区域 福岡・糸島 
事業の実施主体 福岡市 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 介護保険事業所の経営者及び管理者を対象に⼈・組織、サービス、財務に関する統合的なマネ
ジメント研修を実施する。（例︓経営者の意識改⾰、リーダーシップ開発、組織マネジメント、⼈
事・労務管理改善、⼈材育成、メンタルヘルス向上、業務効率化、労働環境改善 等） 
研修受講対象者︓福岡市内の介護保険事業所の経営者及び管理者 

アウトプット指標（当初の目標値） 経営者・管理者向けマネジメントセミナー︓４回開催／年 

アウトプット指標（達成値） 経営者・管理者向けマネジメントセミナー:5 回開催 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓介護保険事業所の経営者や管理者が意識改⾰を⾏
い、総合的マネジメントを学ぶことで、事業所内の様々な課題解決の知識・⼿法を⾝に着けるため
の研修を実施し、経営者・管理者を中⼼とした職場環境改善を図る。 
観察できた→介護保険事業所の経営者・管理者の意識改⾰が進み、経営者・管理者を中⼼とし
て職場環境改善が図られている。 
（１）事業の有効性 
 介護保険事業所の経営者・管理者の意識改⾰が進み、経営者・管理者を中⼼として職場環境
改善が図られている。 
（２）事業の効率性 
 介護事業所の経営者や管理者に対象を絞ることで、研修を通じて有効な知識を効率的に伝える
ことができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.64】 

介護ロボット・エキスパート育成事業 
【総事業費】 

7,373 千円 

事業の対象となる区域 福岡・糸島 
事業の実施主体 福岡市 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 介護保険事業所の職員対象の介護ロボット現場リーダー養成研修、経営者・管理者対象の介護
ロボット管理者向け研修及び介護ロボットアドバイザーによるロボット機器マッチング・試用貸出の実
施 

アウトプット指標（当初の目標値） ・現場リーダー養成研修︓年９回開催 
・管理者向け研修︓年９回開催 
・試用貸出︓年９事業所 

アウトプット指標（達成値） ・研修 
 5 回開催 参加者延べ 27 事業所 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓介護ロボットに精通した職員を育成するとともに、経営
者・管理者の介護ロボット等に関する知識を深め、介護ロボット等の導⼊動機づけを⾏い、導⼊率
を⾼めることで職場の環境改善を図り、介護⼈材の定着につなげる。 
観察できた→介護ロボットに精通した職員を育成するとともに、経営者・管理者の介護ロボット等に
関する知識を深め、介護ロボット等の導⼊動機づけを⾏うことができている。 
（１）事業の有効性 
 介護ロボットに精通した職員を育成するとともに、経営者・管理者の介護ロボット等に関する知識
を深め、介護ロボット等の導⼊動機づけを⾏い、導⼊率を⾼めることにより、介護の職場環境改善と
介護⼈材の定着を促すことができている。 
（２）事業の効率性 
 職員に対する研修と併せて経営者・管理者向けの研修を一体的に実施することにより、効率的に
介護ロボット導⼊への動機づけを⾏うことができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.65】 

ノーリフティングケア普及促進支援事業 
【総事業費】 

9,642 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（委託事業） 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） ノーリフティングケアの正しい認識、導⼊目的や期待される効果、管理者として取り組むべき職場環
境改善等を内容とした管理者向け研修会、モデル施設を対象としたマネジメント研修、モデル施設
による取組報告会及びリーダー施設養成のための指導者養成研修の実施 

アウトプット指標（当初の目標値） ・管理者向け研修︓年１回 
・モデル施設マネジメント研修︓年５回 
・取組結果報告会︓年１回 
・指導者養成研修︓年１０回 

アウトプット指標（達成値） ○取組施設数 58 施設 
 うちメンター14 施設、アドバイザー34 施設、 
 新規取組 10 施設 
○新規取組施設マネジメント研修及び基本技術研修 
 4 地区 計 8 回開催 
○令和 6 年度、令和 5 年度取組施設技術補修研修 
 計 4 回開催 
○地域連絡協議会 
 29 回開催（4 地区） 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓抱え上げない、持ち上げない、引きずらないケアであるノ
ーリフティングケアを普及し、職員の負担軽減や職場環境の改善を進めることにより、介護⼈材の定
着を図る。 
観察できた→ノーリフティングケアの普及を進めることができている。 
（１）事業の有効性 
 ノーリフティングケアの普及により、職員の⾝体的負担を軽減するとともに、職場環境の改善を進め
ることにより、介護⼈材の定着を図ることができている。 
（２）事業の効率性 
 モデル施設を選定し、管理者向け研修やマネジメント研修等に段階的に取り組み、その結果報
告会を実施することにより、ノーリフティングケアを効率的に普及させることができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.66】 

介護業務効率化支援モデル事業 
【総事業費】 

7,979 千円 

事業の対象となる区域 福岡・糸島 
事業の実施主体 福岡市 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） モデル事業所を選定し、ＩＣＴに詳しいコンサルタントを派遣することでＩＣＴ導⼊に向けた業務
効率化を支援するとともに、必要に応じてモデル事業所内の介護職員にＩＣＴ機器の操作⽅法
等の研修を実施。併せて、業務効率化の好事例について周知を⾏う 

アウトプット指標（当初の目標値） ・モデル事業所 ７事業所選定 
・コンサルティング 各６回／年 

アウトプット指標（達成値） ・ ＩＣＴを活用した介護事業所の業務効率化支援 
参加事業所 ２事業所 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓各事業所内における ICT 化に向けた業務効率化の取
組を支援し、好事例を周知することにより、介護分野の ICT 化への動機づけにつなげる。 
観察できた→各事業所内における ICT 化に向けた業務効率化の取組を支援し、好事例を周知す
ることにより、介護分野の ICT 化への動機づけを⾏うことができている。 
（１）事業の有効性 
 各事業所内におけるICT化に向けた業務効率化の取組を支援し、好事例を周知することにより、
介護分野の ICT 化への動機づけを⾏うことができている。 
（２）事業の効率性 
 ICT 化に向けた業務効率化の取組を支援し、介護分野の ICT 化への動機づけを効率的に⾏う
ことができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.67】 

外国⼈介護⼈材受け⼊れ施設環境整備事業 
【総事業費】 

16,643 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（県内介護事業所、県内介護福祉士養成施設に補助） 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 介護福祉士養成施設を卒業した外国⼈留学⽣の県内介護施設等への就職、介護職種の技能
実習⽣や介護分野の特定技能外国⼈等を受け⼊れるための環境整備等に要する経費の一部を
補助 

アウトプット指標（当初の目標値） ・介護施設等に対する補助︓２１０箇所／年 
・養成施設に対する補助︓４箇所／年 

アウトプット指標（達成値） ・受⼊施設等に対する補助 51 件 
 うち介護施設・事業所 49 件、 介護福祉士養成施設 2 件 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓介護福祉士養成施設を卒業した外国⼈留学⽣の県内
介護施設等への就職、介護職種の技能実習⽣や介護分野の特定技能外国⼈等を受け⼊れた
施設に対する支援を⾏うことにより、外国⼈介護⼈材の円滑な就労と定着を促す。 
観察できた→外国⼈留学⽣、介護職種の技能実習⽣及び介護分野の特定技能外国⼈等を受
け⼊れた県内介護施設等に対する支援を⾏うことができた。 
（１）事業の有効性 
 外国⼈留学⽣、介護職種の技能実習⽣及び介護分野の特定技能外国⼈等を受け⼊れた県
内介護施設等に対する支援を⾏うことにより、外国⼈介護⼈材の円滑な就労と定着を促すことが
できる。 
（２）事業の効率性 
 外国⼈介護⼈材の受⼊れにあたって、コミュニケーションや文化・風習の違いによる不安、学習支
援や⽣活支援のための体制が整備できない等の困難を抱える介護施設等を支援することで、外国
⼈介護⼈材の就労と定着に繋げることができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.68】 

在宅の介護現場における利用者等からの暴⼒・ハラスメン
ト対策事業 

【総事業費】 
9,043 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県委託事業、（県内介護事業所に補助） 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） ・利用者等からの暴⼒・ハラスメント対策に係る体制整備 
・在宅医療機関・訪問介護事業所等の管理者及び従事者向け研修 
・福在宅医療・介護職員カスハラ相談センターの設置 
・緊急時の安全確保対策を講じるための費用補助 
・複数名訪問の同意が困難な場合における報酬加算相当分の補助 

アウトプット指標（当初の目標値） ・暴⼒・ハラスメントに関する専門部会の開催︓３回/年 
・管理者向け研修︓2 回/年 
・従事者向け研修︓１回/年 
・セキュリティサービス機器導⼊補助︓700 箇所 
・複数名訪問加算補助︓1,410 件 

アウトプット指標（達成値） ○相談窓口の設置 
 ・相談件数︓172 件 
 ・研修会受講事業所︓649 箇所 
○複数名訪問費用補助事業所︓2 箇所 
○安全確保対策補助事業所︓2 箇所 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓相談窓口や研修会、補助制度を実施することで在宅医
療・介護従事者の安全確保につなげ、介護職員の離職防⽌を図る。 
観察できた→相談窓口や研修会、補助制度を実施することで在宅医療・介護従事者の安全確保
につなげることができている。 
（１）事業の有効性 
 相談窓口や研修会、補助制度を実施することで在宅医療・介護従事者の安全確保につなげるこ
とができている。 
（２）事業の効率性 
 本事業により効率的に在宅医療・介護従事者の安全確保し、利用者へ在宅医療・介護のサー
ビスについて、継続的で円滑な提供体制の構築ができている。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.69】 

介護ロボット導⼊支援事業 
【総事業費】 

851,768 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（県内介護事業所に補助） 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 移乗支援、移動支援、排泄支援、⾒守り・コミュニケーション、⼊浴支援、介護業務支援の６分野
について、介護施設等における介護ロボットの導⼊を支援。先駆的な取組として他の介護施設等へ
の普及を図る。 
・１機器につき最⼤３０万円(移乗支援又は⼊浴支援の場合は最⼤１００万円)の補助 
・⾒守り機器導⼊に伴う通信環境整備の場合、最⼤１５０万円の補助 

アウトプット指標（当初の目標値） 令和６年度︓２４０事業所、合計︓２，２３９台の導⼊を想定 
・通信環境整備支援 
９０事業所を想定 

アウトプット指標（達成値） R6︓ロボット導⼊ 272 事業所 2,222 台、通信環境整備 97 事業所 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓介護ロボットの導⼊を促進し、介護施設等の介護従事
者の負担軽減とともに、介護業務の効率化が図られる。 
観察できた→本事業実施により、介護施設での介護従事者の負担軽減、介護業務の効率化が
図られている。 
（１）事業の有効性 
 本事業実施により、介護施設での介護従事者の負担軽減、介護業務の効率化が図られてい
る。 
（２）事業の効率性 
 介護施設の介護ロボット導⼊の負担を軽減することで効率的に介護ロボット導⼊を促進する。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.70】 

介護事業所に対する ICT 導⼊支援事業 
【総事業費】 

355,440 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（県内介護事業所に補助） 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 介護事業所におけるＩＣＴ導⼊を促進するため、介護ソフト及びタブレット端末等に係る導⼊費
用の一部を補助する 

アウトプット指標（当初の目標値） ３５６施設・事業所／年 

アウトプット指標（達成値） R6 
・ICT 導⼊ 243 施設・事業所 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓介護職場における ICT の導⼊を促進し、介護施設等の
介護従事者の負担軽減とともに、介護業務の効率化を図る。 
観察できた→本事業実施により、介護施設での介護従事者の負担軽減、介護業務の効率化が
図られている。 
（１）事業の有効性 
 本事業実施により、介護施設での介護従事者の負担軽減、介護業務の効率化が図られてい
る。 
（２）事業の効率性 
 介護施設のＩＣＴ導⼊の負担を軽減することで効率的にＩＣＴ導⼊を促進する。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.71】 

福岡県介護⽣産性向上総合相談センター事業 
【総事業費】 

28,988 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（委託事業） 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 業務効率化に係る様々な相談に対応し、適切な助⾔ができるワンストップ窓口を設置し、事業所
が活用しやすい体制を整備する。 

アウトプット指標（当初の目標値） 相談受付︓２００件/年 

アウトプット指標（達成値） ・相談受付件数 ８１件 
・研修 ４回開催（参加者 １１１⼈） 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓業務効率化に係る様々な相談に対応し、適切な助⾔
ができるワンストップ窓口を設置し、事業所が活用しやすい体制を整備することにより、介護業務の
効率化が図られる。 
観察できた→本事業実施により、業務効率化による介護職員の離職防⽌が図られている。 
（１）事業の有効性 
 本事業実施により、業務効率化による介護職員の離職防⽌が図られている。 
（２）事業の効率性 
 業務効率化に係る様々な相談に対応し、適切な助⾔ができるワンストップ窓口を設置することに
より介護業務の効率化が図られる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.72】 

介護職員処遇改善加算強化事業 
【総事業費】 

11,217 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（委託事業） 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 介護職員処遇改善加算及び特定処遇改善加算の届出を⾏う事業者に対して、⼈事評価制度
や職位・職責に応じた任用要件・賃⾦体系の確⽴等について助⾔を実施 

アウトプット指標（当初の目標値） 加算届出事業所数︓１,１００箇所 

アウトプット指標（達成値） 対面での相談・助⾔ 1 回開催 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓介護職員処遇改善加算及び特定処遇改善加算の届
出を⾏う事業者の相談に対して助⾔を⾏うことで、加算制度への理解を促し、加算取得を推進す
ることにより、介護職員の確保・定着に結び付ける。 
観察できた→相談に対する助⾔により、介護職員処遇改善加算制度への理解を促すことができて
いる。 
（１）事業の有効性 
 相談に対する助⾔により、介護職員処遇改善加算制度への理解を促すことができている。 
（２）事業の効率性 
 相談を受け個別に助⾔することで、介護職員処遇改善加算制度への理解を促すことができてい
る。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.73】 

介護職員処遇改善加算取得促進支援事業 
【総事業費】 

0 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（委託事業） 
事業の期間 令和 6 年 4 月〜令和 7 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢化率（６５歳以上⼈口

割合）が約３０％に達すると予測され、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も
⻑期化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和 8 年度までに福岡県で必要となる介護⼈材９４，４５８⼈を確保する。 

事業の内容（当初計画） 加算取得なしの事業所対象に理解促進のための勉強会の開催、及び加算(Ⅳ)・(Ⅴ)、加算取得
なしの事業所に限定して、プッシュ型のアドバイザー（社会保険労務士）派遣を実施 

アウトプット指標（当初の目標値） ・勉強会︓２４回開催／年 
・アドバイザー派遣︓６８回／年 

アウトプット指標（達成値） ・勉強会 24 回開催 参加者 212 ⼈ 
・アドバイザー派遣 53 回実施 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓介護職員処遇改善加算未取得の事業所等に対する
勉強会やアドバイザー派遣を通じて、事業所に加算制度への理解を促し、加算取得を推進すること
により、介護職員の確保・定着に結び付ける。 
観察できた→勉強会やアドバイザー派遣により、介護職員処遇改善加算未取得事業所に加算制
度への理解を促すことができている。 
（１）事業の有効性 
 勉強会やアドバイザー派遣を通じて、介護職員処遇改善加算未取得事業所に加算制度への理
解を促すことにより、介護職員の確保・定着を図ることができている。 
（２）事業の効率性 
 集合型の勉強会と個別のアドバイザー派遣を組み合わせることにより、介護職員処遇改善加算
未取得事業所に対して効率的に加算制度への理解を促すことできている。 

その他  


